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概 要

本論文は，クールノー競争が行われている同質財寡占市場において，不確実性が発生する
タイミングの違いによって 3つの異なる不確実性の状況を想定し，不確実性が企業の期待利潤
に与える影響について考察を行う．3つの異なる不確実性の下で生じるクールノー均衡を導出
し，企業の事前の期待利潤を計算し比較することで，情報構造の違いと期待利潤との関係につ
いて明らかにする．また需要の不確実性と費用の不確実性をそれぞれ分析し期待利潤を比較す
ることで，需要情報と費用情報が同じ情報価値を持っているかどうかについて検討する．一見
した限りでは，不確実性の存在とその増加は寡占企業の期待利潤を減少させるように見受けら
れる．本論文ではこうした直感に反して，事前の不確実性の下では不確実性が増加するのに従
い，企業の期待利潤が増加することが示される．
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1 はじめに

本論文は，クールノー競争が行われている同質財寡占市場において，不確実性が発生するタイ

ミングの違いによって 3つの異なる不確実性の状況を想定し，不確実性が企業の期待利潤に与え

る影響について考察を行う．3つの異なる不確実性の下で生じるクールノー均衡を導出し，企業の

事前の期待利潤を計算し比較することで，情報構造の違いと期待利潤との関係について明らかに

する．また需要の不確実性と費用の不確実性をそれぞれ分析し期待利潤を比較することで，需要

情報と費用情報が同じ情報価値を持っているかどうかについて検討する．一見した限りでは，不

確実性の存在とその増加は寡占企業の期待利潤を減少させるように見受けられる．本論文ではこ

うした直感に反して，事前の不確実性の下では不確実性が増加するのに従い，企業の期待利潤が

増加することが示される．

寡占市場において情報の不確実性を扱った先行研究は数多く存在する．1 代表的な先行研究とし

て Vives (1984)は，企業が不確実な線形需要について私的情報を持つ複占市場をモデル化し，競

争する財の性質が代替財か補完財か，また競争形態がクールノー競争かベルトラン競争かに応じ

て，情報共有 (information sharing)が起こるか否かが決定することを示した．Sakai (1985)は，費

用関数について不確実性が存在する複占市場の下で情報の持つ価値を考察し，各企業の利用可能

な費用情報が企業利潤にどう影響するかを調査している．こうした寡占市場における不確実性ま

たは情報の非対称性の研究は，企業間の情報共有または情報伝達 (information transmission)と呼

ばれる研究領域を発展させるに至っている．例えば，Gal-Or (1985)は需要の不確実性に関する情

報共有に関して，Shapiro (1986)は自企業の費用に関する私的情報の共有に関して分析を行って

いる．さらに Gal-Or (1986)では需要と費用の不確実性の違いが企業の情報共有に与える影響を

分析し，Li (1985)はクールノー数量競争に限る一方で，需要や費用より一般的な不確実性をもた

らす変数を考え，不確実性が企業間で共通の変数と企業特殊的変数のどちらに生じるかに依存し

て，情報共有行動が異なることを示している．こうした情報共有に関する分析を最も一般的な形

で行ったものとして，Raith (1996)による包括的な分析がある．2

以上のように情報共有に関して蓄積された先行研究は，主に企業間の情報の非対称性を扱い，企

業にとって私的情報を開示することが競争戦略上または社会厚生上望ましいか否かという視点か

ら分析されている．それとは対照的に，あるいはより一般的な状況では，企業間で情報の非対称

性は存在しないが，情報の不確実性に企業が直面する状況も起こり得る．例えば，複占市場で企

業 1だけが需要情報を知っている状況もあれば，両企業共に需要動向を知らない状況もある．ま

た企業 1の限界費用のみが私的情報で企業 2の限界費用は共有されている状況もあれば，両企業

とも自社の限界費用は知っているが相手企業にはわからない情報の非対称性もある．このように

1 古くはジョン・ハーサニ (John C. Harsanyi)の代表的論文 (Harsanyi (1967))の中で，不完備情報ゲームをベイジ
アン・アプローチにより説明するための具体例として，複占価格競争で企業が相手企業の費用関数等の正確な情報を知ら
ない不完備情報ゲームの例が挙げられている (Ibid., pp.165–166)．なお Harsanyi (1967)は，不完備情報 (incomplete
information)ゲームを不完全情報 (imperfect information)ゲームによって記述したゲーム理論の代表的論文である．

2 情報共有に関する包括的議論は，Vives (1999)の第 8章 8.3節にまとめられている．
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情報の不確実性や非対称性に関して様々な起こり得る状況を考慮に入れるならば，異なる情報構

造を分けてそれぞれの競争均衡を導出し，情報構造の違いが企業の期待利潤の大きさにどのよう

な違いをもたらすかを調査することは，企業の持つ情報の価値をより明確な形で対比するのに有

益であると思われる．とりわけ，情報の不確実性と情報の非対称性とを比較することで，私的情

報がどれだけ期待利潤増加に繋がるのかを明らかにすることができる．

このため本論文では，情報の不確実性または非対称性が発生する情報構造を，不確実性が発生

するタイミングの違いにより便宜的に，事前・中間期・事後の 3つに区別し，それぞれの不確実性

の下でクールノー均衡を導出する．このうち中間期の不確実性は，ある一部の企業だけが情報を

知り他の企業は知らないといった情報の非対称性が発生する状況である．それぞれの不確実性の

下で，さらに需要切片に関する不確実性と限界費用に関する不確実性をそれぞれ分けて均衡を導

出し，均衡期待利潤を比較することで情報構造の違いが企業利潤の大きさにどう影響するか，明

らかにすることを試みる．

本論文の構成は以下の通りである．第 2節では，同質財寡占市場におけるクールノー競争モデ

ルを提示し，需要または費用に関する事前・中間期・事後の不確実性について，それぞれの情報

構造を説明する．第 3節と第 4節では，それぞれ需要の不確実性と費用の不確実性について分析

結果を提示する．事前・中間期・事後の不確実性の下での競争均衡を導出し，期待利潤を計算す

る．それぞれの不確実性が期待利潤にどのような影響を与えるかを比較し，主要な結論を提示す

る．第 5節では，需要の不確実性と費用の不確実性の下での期待利潤を比較する．第 6節は，本

論文の分析から得られる結論を要約し，今後の課題を展望する．

2 モデル

第 2節では，不確実性が存在するクールノー競争を描写するモデルを提示する．同質財を生産す

る企業が n(≥ 2)社存在し，各企業を企業 i = {1, 2, · · · , n}で表す．各企業は，単一の同質財市場
でクールノー数量競争に直面している．企業 iの生産量を qi(≥ 0)，総生産量をQ =

∑n
i=1 qiで表

す．代表的消費者の持つ効用関数が U(Q) = aQ− b
2Q2であるとし，逆需要関数は p(Q) = a− bQ

で表される．同質的企業は限界費用一定の生産技術を持ち，総費用関数が Ci = ciqi，すなわち

限界費用 ci(< a)で固定費用が存在しないものとする．企業 iの利潤は，πi = (p(Q) − ci)qi =

(a− b(qi + Q−i)− ci)qi;Q−i ≡
∑

j �=i qj と表現される．

ベンチマークとして，不確実性が存在しない完備情報のケースでのクールノー・ナッシュ均衡

を導出する．3 4 クールノー数量競争の下で企業 iは，他企業の生産量 Q−iを所与として，利潤 πi

3 クールノー・ナッシュ均衡の導出については，ミクロ経済学や産業組織論のテキストに必ず記述されている．例
えば，小田切 (2001)，Cabral (2000), Tirole (1988)等を参照せよ．

4 以下で示されるように事前の不確実性の下では，完備情報のクールノー均衡が実現する．
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を最大にするように生産水準を決定する．利潤最大化問題は次式を満たす．

max
qi∈[0,∞)

πi(qi, Q−i) = max
qi∈[0,∞)

(a− b(qi + Q−i)− ci)qi (1)

利潤最大化の 1階条件を解いて，企業 iの反応関数 qi = Ri(Q−i)を得る．

∂πi(qi, Q−i)
∂qi

= a− 2bqi − bQ−i − ci = 0 ⇔ qi = Ri(Q−i) ≡ a− bQ−i − ci

2b
(2)

(2)式を n企業で合計して，総生産量Qについて整理すると，

Q = qi + Q−i =
na−∑n

i=1 ci

b(n + 1)
(3)

(2)式と (3)式よりクールノー均衡生産量 q∗i が得られる．

q∗i =
a− nci +

∑
j �=i cj

b(n + 1)
(4)

例えば n = 2社の場合，均衡生産量は (q∗1 , q∗2) = (a−2c1+c1
3b , a−2c2+c1

3b )となる．均衡利潤マージン

が p− ci = bq∗i となり，各企業の均衡利潤は，

π∗
i = b(q∗i )

2 =
(a− nci +

∑
j �=i cj)2

b(n + 1)2
(5)

と表される．以上が，不確実性がない時の均衡生産量と均衡利潤である．

また本論文では，不確実性がいつ発生するかに応じて異なる情報構造を考えるため，企業には

生産活動に参加するか否か（すなわち市場に参入するか否か）を決定する事前の時期と，生産活

動開始決定後に実際の生産量を選択する事後の時期があるものとする．5

次に不確実性について述べる．本論文では不確実性が発生するタイミングの違いに応じて，以下

に述べる 3つのケースに不確実性が生じる状況を区別し，それぞれ分析を行う．第 1のケースを「事

前の不確実性 (ex ante uncertainty)」，第 2のケースを「中間期の不確実性 (interim uncertainty)」，

第 3のケースを「事後の不確実性 (ex post uncertainty)」と呼ぶことにする．6

第 1の「事前の不確実性」とは，生産活動を開始するかどうか決定する事前の時期には不確実

であるが，生産活動開始を決定した後，実際に生産量を選択する事後の時期には全企業で不確実

性が解消している状況を指す．具体的には，ある企業が生産活動に従事するか否か（市場競争に

参入するか否か）を考えている段階では，需要または費用に不確実性が存在しているが，生産活

5 従って本来ならば，企業が事前に生産活動を行う決定をした場合，正の参入費用が固定費用として掛かる可能性
があるが，本論文では簡単化のため参入費用を捨象している．

6 interimに「中間期」という訳語を当てるのは若干不適切で誤解を招くかもしれないが，本論文では表現の簡潔さ
のため敢えてこの言葉を使用する．生産量決定前（後）に不確実性が解消されるケースを事前（事後）と呼ぶ一方で，
生産量決定時に不確実性が解消される企業と解消されない企業が共存するケースを中間期と呼ぶ．interim は暫定的，
仮の，一時的といった意味を持つが，事前と事後の間の中間的な期間という意味で，ここでは中間期と呼ぶことにする．
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動を開始する（市場参入する）決定をした後で生産量を選択する段階では，全企業で需要または

費用の不確実性が解消している時が，事前の不確実性の状況である．これとは反対に第 3の「事

前の不確実性」では，生産活動開始を決定する事前の時期のみならず，実際に生産量を選択する

事後の時期においても，全企業で不確実性が存在する状況を指す．具体的には，ある企業が生産

活動を開始する（市場参入する）決定をした後，生産量を選択する段階になっても全企業で需要

または費用の不確実性が解消されず，不確実性に直面したまま生産量を決定する状況が事後の不

確実性の状況である．

第 2の「中間期の不確実性」とは，生産活動開始を決定する事前の時期には不確実であるが，生

産活動開始を決定した後，実際に生産量を選択する事後の時期において，不確実性が解消する企

業と不確実性が解消しない企業が共に存在する状況を指す．事後に不確実性が解消された企業は

事前の不確実性に直面し，不確実性が解消されない企業は事後の不確実性に直面している状況と

言える．言わば事前と事後の間の中間的な状況である．この中間期の不確実性の下で，不確実性

が解消された企業とされていない企業の間には，「情報の非対称性 (asymmetric information)」が

存在している．例えば，企業 iが生産活動に従事するか否か（市場競争に参入するか否か）を考

えている段階では，需要または費用に不確実性が存在しているが，生産活動を開始する（市場参

入する）決定をした後で生産量を選択する段階では，需要または費用の不確実性が解消している．

一方で企業 i以外の全ての企業 jにとっては，生産量を決定する事後の段階においても不確実性が

解消していない状況が，中間期の不確実性の状況である．上記 3つのケースそれぞれをタイムラ

インに示すと図のようになる．

i

図 1: タイムラインと 3つの不確実性

さらに第 3節と第 4節ではそれぞれ，需要の不確実性と費用の不確実性という 2種類の不確実性

について個別に考察を行う．まず需要の不確実性を分析する際には，費用の不確実性がなく逆需

要関数のタテ軸切片 aが確率変数であるとする．確率変数は a ∈ [a, a]; a > a > max {ci}ni=1上に

連続的に分布しているものとする．7 確率密度関数を f(a)，確率分布関数を F (a)で表し，連続微

7 本論文では，確率変数 aの範囲が有界閉区間であり，連続的で十分に滑らかな確率分布に従うこと以外には，い
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分可能であるとする．この逆需要関数の切片 aが上記のような確率分布に従うことは，全企業に

とって共有知識 (common knowledge)であると仮定する．切片 aの期待値は E[a] ≡ ∫ a
a af(a)da，

分散は V [a] ≡ E[a− E[a]]2 =
∫ a
a (a− E[a])2f(a)daである．8

一方，費用の不確実性を分析する際には，需要の不確実性がなく限界費用 ci が確率変数であ

るとする．確率変数は ci ∈ [c, c]; a > c > c上に連続的に分布しているものとする．9 さらに分

析の簡単化のため，各企業の限界費用は独立した同一の確率分布 (i.i.d.)に従うとして，確率密

度関数を f(ci)，確率分布関数を F (ci)で表し，連続微分可能であるとする．各企業の限界費用

が私的情報である場合には，企業 iは自分の限界費用 ci を知っているが他の全ての企業 j(�= i)

の限界費用 {cj}j �=i については，上記の確率分布に従うことしか知らないものとする．さらにこ

れら全てのこと（自企業は，他企業が自企業の限界費用を知らないことを知っている等）は，全

企業にとって共有知識であると仮定する．限界費用 ci の期待値は E[ci] ≡
∫ c
c cif(ci)dci，分散は

V [ci] ≡ E[ci − E[ci]]2 =
∫ c
c (ci − E[c])2f(ci)dciであるが，各企業の確率分布は同一なので期待値

と分散は全企業で等しく，以下E[c] ≡ E[ci]，V [c] ≡ V [ci]と表す．10

不確実性が存在する下でのクールノー競争の均衡概念は，事前の不確実性がナッシュ均衡，中

間期と事後の不確実性は，ベイジアン・ナッシュ均衡 (Bayesian Nash equilibrium)である．利潤

最大化の 2階条件の成立と均衡生産量の内点解を仮定する．11 各企業は他の全ての企業の生産量

を所与として，同時かつ非協力的に利潤を最大化する生産量を選択する．

以下の第 3節と第 4節ではそれぞれ，事前・中間期・事後の不確実性が存在する状況で寡占競

争が行われる時のクールノー均衡を導出する．次節第 3節では需要の不確実性を分析し，第 4節

で費用の不確実性を分析する．

3 需要の不確実性

3.1 事前の不確実性

需要に関して事前の不確実性が存在する状況において，各企業が生産量を選択する事後の時点

では，不確実性は既に解消している．従って，各企業が生産量を選択する時に逆需要関数の切片 a

を知っているので，利潤最大化問題は不確実性のない完備情報のベンチマーク・ケースと全く同

一である．企業 iは他企業の生産量 Q−iを所与として，利潤 πiを最大にするように生産量 q∗i を決

定し，前節の (1)式から (5)式までを満たす．

かなる追加的仮定も設けていない．分布範囲を有界閉区間に限るのは，いかなる確率変数の下でも正の生産を行うとす
る内点解の仮定と整合させるためである．しかし本論文の分析結果は全て，二項分布のような離散確率変数を前提とし
ても当てはまる．

8 簡単な確率分布の例として一様分布を考えるならば，Δa ≡ a − a (> 0) とおくと一様分布の確率密度関数は
f(a) = 1

Δa
, 確率分布関数は F (a) = a−a

Δa
で表される．切片 aの期待値は E[a] = a+a

2
，分散は V [a] = (Δa)2

12
となる．

9 脚注 7と同様の理由で，確率変数 ci は有界閉区間に分布し，連続的で十分に滑らかな確率分布に従う．
10 一様分布の例でΔc ≡ c−c (> 0)とおくと，一様分布の確率密度関数は f(ci) = 1

Δc
, 確率分布関数は F (ci) = ci−c

Δc

で表される．期待値は E[c] ≡ c+c
2
，分散は V [c] ≡ E[ci −E[c]]2 = (Δc)2

12
である．

11 線形モデルにより，これらの仮定の下で解の存在，一意性，安定性は保証される．
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企業が生産活動を実施するか否かを決定する事前の段階では，aに関する不確実性が存在するの

で，事前の期待利潤は以下のようになる．12

E[π∗
i (a)] = bE[(q∗i )

2] =
V [a] + (E[a] − nci +

∑
j �=i cj)2

b(n + 1)2
(6)

(6)式より事前の期待利潤に関して注目すべき点として，事前の不確実性の分散 V [a]が大きい程，

期待利潤も大きくなる点が挙げられる．理由は，不確実性が増加すればする程，不確実性の解消

後に適切に生産量を調整できる余地が高まり，正しい需要水準に合わせた適切な利潤最大化生産

量 q∗i (a)を選択することで，企業が得る利潤が増加するからである．

3.2 中間期の不確実性

需要に関して中間期の不確実性が存在する不完備情報のケースを考える．簡単化のため企業 iの

み不確実性が解消される状況を考える．13 生産量を決定する事後の段階で企業 iだけが不確実性

が解消され aの真の値を知るが，他の全ての企業 j(�= i)には aの真の値がわからず上記で述べた

確率分布に従うと考えている．この中間期の不確実性の下で，ベイジアン・ナッシュ均衡におけ

る企業 iの生産量を q∗i (a)，それ以外の企業 jの生産量を q∗j で表すものとする．

まず企業 iは他企業の生産量 Q−iを所与として，利潤 πiを最大にするように生産量を決定する．

企業 iの利潤最大化問題は，不確実性がないケースや事前の不確実性のケースと同一である．

max
qi

πi(qi, Q−i; a) = max
qi

(a− b(qi + Q−i)− ci)qi (7)

利潤最大化の 1階条件より，企業 iの反応関数 qi = Ri(Q−i; a)を得る．

∂πi(qi, Q−i; a)
∂qi

= a− 2bqi − bQ−i − ci = 0 ⇔ qi = Ri(Q−i; a) ≡ a− bQ−i − ci

2b
(8)

従って均衡において次式が成立する．

q∗i (a) =
a− bQ∗

−i − ci

2b
; Q∗

−i ≡
∑
j �=i

q∗j (9)

一方，企業 i以外の全ての企業 j には逆需要関数の切片 aがわからないので，aが期待値 E[a]

に従うと考えて生産量を決定する．さらに企業 j は，企業 iが aの真の値を知っていることを認

識しており，企業 iの最適生産量が aの真の値に依存する，すなわち q∗i (a)に従うことを知ってい

12 需要の不確実性の下で，期待値 E[·]は確率変数 aに関する期待値を表す．
13 補論 A.1節では，一般化されたケースとして，中間期の不確実性下で複数企業が情報を持つ時のクールノー均衡

について論じている．
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る．利潤最大化問題は次式を満たす．

max
qj

E[πj(qj, Q−j ; a)] = max
qj

(E[a] − b(qj + E[Q−j ])− cj)qj (10)

ここで E[Q−j ] = E[q∗i (a)] +
∑

k �=i,j qk である．企業 j はあたかも切片が期待値 E[a]に従うと考

え，また企業 iの最適生産量の期待値 E[q∗i (a)]を踏まえて，利潤最大化生産量を決定する．利潤

最大化の 1階条件より，企業 jの他企業の期待生産量に対する反応関数 qj = Rj(E[Q−j ])を得る．

∂E[πj(qj , Q−j; a)]
∂qj

= E[a]−2bqj−bE[Q−j]−cj = 0 ⇔ qj = Rj(E[Q−j ]) ≡ E[a] − bE[Q−j ]− cj

2b
(11)

均衡において次式が成立する．

q∗j =
E[a]− bE[Q∗

−j ]− cj

2b
; E[Q∗

−j ] = E[q∗i (a)] +
∑
k �=i,j

q∗k (12)

(12)式を企業 i以外の n− 1企業で合計して，Q∗
−iについて整理すると，

Q∗
−i =

(n− 1)E[a] − b(n− 1)E[q∗i (a)]−∑
j �=i cj

bn
(13)

(9)式と (13)式より，企業 iの期待生産量 E[q∗i (a)]と企業 i以外の合計生産量 Q∗
−iを得る．

E[q∗i (a)] =
E[a]− nci +

∑
j �=i cj

b(n + 1)
, Q∗

−i =
(n− 1)(E[a] + ci)− 2

∑
j �=i cj

b(n + 1)
(14)

(9)式と (12)式より均衡生産量 q∗i (a)と q∗j を得る．

q∗i (a) =
(n + 1)a− (n− 1)E[a] − 2nci + 2

∑
j �=i cj

2b(n + 1)
, q∗j =

E[a]− ncj + ci +
∑

k �=i,j ck

b(n + 1)
(15)

均衡総生産量と均衡期待総生産量はそれぞれ，

Q∗ =
(n + 1)a + (n− 1)E[a] − 2ci − 2

∑
j �=i cj

2b(n + 1)
, E[Q∗] =

nE[a]− ci −
∑

j �=i cj

b(n + 1)
(16)

企業 iにとっての均衡利潤マージンは p− ci = bq∗i (a)なので，企業 iの均衡利潤は，

π∗
i (a) = b(q∗i (a))2 =

((n + 1)a− (n− 1)E[a] − 2nci + 2
∑

j �=i cj)2

4b(n + 1)2
(17)

である．一方 i以外の企業 j の均衡期待利潤マージンは E[p]− cj = bq∗j なので，企業 jの均衡期

待利潤は，

E[π∗
j ] = b(q∗j )

2 =
(E[a] − ncj + ci +

∑
k �=i,j ck)2

b(n + 1)2
(18)
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である．以上が中間期の不確実性の下での企業の均衡生産量と均衡（期待）利潤である．

i以外の企業 jの期待利潤は期待値 E[a]の大きさだけに影響し，分散 V [a]は期待利潤の大きさ

に影響を与えない．企業 iは生産量決定前に aの値を認識できるので，利潤は aに依存し期待値や

分散には影響しない．しかし生産活動を開始するか否かを決定する事前段階では企業 iも aの真

の値を認識できないので，企業 iの事前の期待利潤は以下のようになる．

E[π∗
i (a)] =

(n + 1)2V [a] + 4(E[a] − nci +
∑

j �=i cj)2

4b(n + 1)2
=

V [a]
4b

+
(E[a] − nci +

∑
j �=i cj)2

b(n + 1)2
(19)

(19)式より企業 iの事前の期待利潤は，不確実性の分散 V [a]が大きい程大きくなる．この理由は，

不確実性が増大すればする程，不確実性解消後に中間期における需要の非対称情報を利用して，企

業 iだけが適切に生産量を調整することができるので，他企業よりも事前の期待利潤の増加が予

想されるからである．

ちなみに，生産量決定後に不確実性が解消された段階で企業 j(�= i)が実際に獲得する利潤は，a

の真の値に依存して以下の通りになる．

π∗
j (a) = (p−cj)q∗j =

((n + 1)a− (n− 1)E[a] − 2(ncj − ci −
∑

k �=i,j ck))(E[a] − ncj + ci +
∑

k �=i,j ck)
2b(n + 1)2

(20)

生産活動を開始するか否かを決定する事前の段階で全企業は不確実性に直面している．この事

前段階で評価した場合，生産量決定前に不確実性が解消する企業 iと生産量決定時には不確実性

が解消しない企業 jの期待利潤を比較すると，以下の命題が示される．

命題 1. 全企業の限界費用が等しいと仮定する．需要に関する中間期の不確実性の下で事前の期

待利潤を比較すると，生産量決定前に不確実性が解消する企業の方が，不確実性が解消されない

企業よりも期待利潤が大きい．すなわち，

もし c ≡ ci ∀iならば，E[π∗
i (a)] > E[π∗

j ].

証明. 以下の計算式より明らか．E[π∗
i (a)] = V [a]

4b + (E[a]−c)2

b(n+1)2 > E[π∗
j ] = (E[a]−c)2

b(n+1)2

命題 1の主張は，企業 iの事前の期待利潤は不確実性が増加すればする程大きくなり，生産量

決定時に不確実性に直面する他企業より大きい期待利潤を獲得できるというものである．理由は

既に (19)式の導出過程で説明したように，生産量決定時に不確実性のない企業 iは中間期の非対

称情報の下で，正しい需要動向に対応して適切に生産量を調整することができる．これに対して，

生産量決定時に他企業は不確実性下で生産量を選択せねばならず，真の需要の値に応じた最適な

生産量設定ができないためである．両企業の情報格差によって情報を持つ企業に事前の期待利潤

増加がもたらされる．

命題 1は一般的には次の命題に含まれる．
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命題 2. 需要に関する中間期の不確実性の下で，生産量決定前に不確実性が解消されない企業の

限界費用が全て等しいと仮定する．事前の期待利潤を比較すると，不確実性が解消する企業 iの限

界費用が不確実性が解消されない企業の限界費用以下ならば，必ず前者の期待利潤が大きい．ま

た前者が後者の限界費用以上であっても，不確実性の分散が十分大きければ前者の期待利潤が大

きくなることが起こり得る．すなわち，

仮定 (c ≡ cj ∀j �= i)の下で，もし ci ≤ cならば，E[π∗
i (a)] > E[π∗

j ].

たとえ ci > cとしても V [a]が十分大きければ，E[π∗
i (a)] > E[π∗

j ].

証明. 限界費用 c ≡ cj ∀j �= i の下で事前の期待利潤は E[π∗
i (a)] = V [a]

4b + (E[a]−nci+(n−1)c)2

b(n+1)2

と E[π∗
j ] = (E[a]+ci−2c)2

b(n+1)2
と計算される．E[π∗

i (a)]の第 2項と E[π∗
j ]を比較すると，ci ≤ cの時

(E[a]−nci+(n−1)c)2

b(n+1)2
≥ (E[a]+ci−2c)2

b(n+1)2
が成立し，分散 V [a] > 0である限り E[π∗

i (a)] > E[π∗
j ]が成立す

る．反対に ci > cの時はE[π∗
i (a)]の第 2項よりも E[π∗

j ]の方が大きいが，十分に V [a]が大きけれ

ばE[π∗
i (a)]の第 1項が大きくなり，E[π∗

i (a)]が E[π∗
j ]より大きくなることが起こり得る．

命題 2は命題 1を一般化したもので次のことを述べている．需要情報に関して企業間で情報の

非対称性が存在する時，生産量決定時に需要情報を把握できる企業が限界費用に関しても効率的

ならば当然，需要情報を持たない企業より高い期待利潤を得る．さらに需要情報を持つ企業がた

とえ高い限界費用を持っていたとしても，不確実性の分散が大きければ需要情報を持たない効率

的企業より高い期待利潤を得る余地があることを示している．言い換えれば，ある企業が費用効

率性の観点から劣っていたとしても，情報獲得上の優位性を持つ場合には高い期待利潤を獲得で

きる可能性を示唆している．すなわち技術格差で劣っていても情報格差で競争上優位に立てる可

能性がある．

参考までに不確実性解消後の両企業の確定利潤を比較すると以下の通りとなる．

補題 1. 全企業の限界費用が等しいと仮定する．需要に関する中間期の不確実性の下で，事後に確

定した利潤を比較すると以下の関係が成立する．

仮定 (c ≡ ci ∀i)の下で，a > E[a] ⇔ π∗
i (a) > π∗

j (a).

証明. 単純な計算により π∗
i (a) > π∗

j (a) ⇔ (n + 1)(a − E[a]) > 0を得る．

当然のことだが，企業が実際に獲得する事後利潤は aの実現値に依存する．補題 1より全企業

の限界費用が等しい時，aの実現値が期待値 E[a]以上（以下）ならば，情報を持つ企業は情報を

持たない企業より高い（低い）利潤を得る．この理由は明らかで，情報を持たない企業は常に需要

aの期待値に反応して利潤最大化生産量を選択するからである．実現値が期待値以上（以下）であ

れば情報を持たない企業は需要を過小（過大）に見積もり，過少（過剰）生産の結果利潤が小さ
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く（大きく）なる．14 ただしこの補題の結論はあくまで事後的に見た結果論に過ぎない．事前の

段階では両企業共に事後に確定する利潤がわからないので，事前の期待利潤の大きさに基づいて

意志決定を行う．

3.3 事後の不確実性

需要に関して事後の不確実性が存在する不完備情報の下で，企業 iは他企業の生産量 Q−iを所

与として，期待利潤 E[πi]を最大にするように生産水準を決定する．各企業は逆需要関数の切片 a

がわからないので，切片が期待値E[a]に従うと考えて生産量を決定する．利潤最大化問題は次式

を満たす．

max
qi

E[πi(qi, Q−i; a)] = max
qi

(E[a]− b(qi + Q−i)− ci)qi (21)

事後の不確実性の下では生産量を決定する段階でどの企業も aの真の値を知らない．このため各

企業はあたかも切片が期待値E[a]に従うと考えるので，不確実性のないケースの利潤最大化問題

の aを E[a]に置き換える以外，問題は全く同じである．

利潤最大化の 1階条件を解いて企業 iの反応関数 qi = Ri(Q−i)を得る．

∂E[πi(qi, Q−i; a)]
∂qi

= E[a]− 2bqi − bQ−i − ci = 0 ⇔ qi = Ri(Q−i) ≡ E[a]− bQ−i − ci

2b
(22)

(22)式を n企業で合計して総生産量 Qについて整理すると，

Q = qi + Q−i =
nE[a]−∑n

i=1 ci

b(n + 1)
(23)

(22)式と (23)式よりクールノー均衡生産量 q∗i が得られる．

q∗i =
E[a]− nci +

∑
j �=i cj

b(n + 1)
(24)

均衡期待利潤マージンは E[p]− ci = bq∗i なので，各企業の均衡期待利潤は，

E[π∗
i ] = b(q∗i )

2 =
(E[a]− nci +

∑
j �=i cj)2

b(n + 1)2
(25)

である．以上が事後の不確実性の下での均衡生産量と均衡期待利潤である．

生産量決定時に企業は aの真の値を認識できないため，期待利潤は期待値E[a]の大きさだけに

影響される．事前の不確実性とは異なり事後の不確実性の下では，分散 V [a]の大きさは期待利潤

の大きさに全く影響を与えない．

14 事後の確定利潤を比較する補題 1では，情報を持たない企業の方が情報を持つ企業よりも結果として利潤が大き
くなることが起こり得る．しかしこのことは，情報を持つ企業が利潤最大化できていないことを意味している訳では決
してない．中間期の不確実性の情報構造下で情報を持つ企業が利潤最大化した結果，確定利潤が aの実現値によっては
他企業より小さくなることを単に述べているに過ぎない．
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生産量決定後，不確実性解消後に実際に獲得する利潤は aの実現値に依存する．

π∗
i (a) = (p − ci)q∗i =

((n + 1)a− nE[a]− nci +
∑

j �=i ci)(E[a] − nci +
∑

j �=i cj)
b(n + 1)2

(26)

3.4 異なる情報構造の下での期待利潤の比較

これまで異なる 3つの情報構造の下でクールノー均衡を導出し，各企業の期待利潤を計算して

きた．本節では異なる情報構造の下で企業が獲得を予想する期待利潤を比較する．事前・中間期・

事後の不確実性の下での期待利潤を Eπで表し，それぞれ ex ante, interim, ex post と上付文字を

付けて区別する．また中間期の不確実性の下で，情報を持つ企業の期待利潤を Eπi，持たない企

業を企業 Eπj で表す．15 比較した結果は次の命題に要約される．

命題 3. 事前・中間期・事後の不確実性の下での事前段階における期待利潤を比較すると，次の大

小関係が成立する．Eπinterim
i > Eπex ante > Eπex post = Eπinterim

j

証明. (6)式と (19)式を比較して Eπinterim
i > Eπex ante ⇔ (n + 1)2 > 4を得るが，n ≥ 2より不

等式が成立する．Eπex ante > Eπex postは (6)式と (25)式の比較より明らか．中間期の不確実性

下で情報を持たない企業の期待利潤と事後の不確実性下の企業の期待利潤を比較するには，脚注

15で述べたように Eπinterim
j と企業 j の Eπex postを比較するのが適切である．(18)式と (25)式

より Eπinterim
j = Eπex postが成立する．

命題 3より，中間期の不確実性下で情報を持つ企業の期待利潤が最も大きいことが示される．す

なわち，企業間で情報格差が存在する時に情報上の優位性を持つ企業は，企業間で対称的な不確

実性にさらされる時よりも大きい利潤の期待値が予想される．また事前の不確実性は事後の不確

実性よりも高い期待利潤をもたらす．事前の不確実性の下では，生産量決定前に不確実性が解消さ

れ企業は真の需要の値を知るので，適切に生産量を調整できることから得られる利益が発生する

ためである．一方，中間期の不確実性下で情報を持たない企業の期待利潤は，事後の不確実性下

の期待利潤と等しい．情報を持たない企業にとって，両情報構造は不確実性に対し期待値の水準

で予測することしかできない点において同じであり，結果としての期待利潤も等しくなっている．

言い換えれば，中間期の不確実性下で情報格差から期待利潤の増加を享受するのは，情報を持つ

企業だけであり，情報を持たない企業は何ら利益を得ないが損失も被らない状況にあると言える．

15 厳密に言えば notationの悪用であるが，誤解のない限り表記の複雑さを避けるためにこの notationを使用する．
前節では，企業 iや企業 j はそれぞれ n社の中で第 i番目，第 j 番目の企業を意味するインデックスとして使われてい
た．前節と異なりこの節では企業 iや企業 j はそれぞれ，中間期の不確実性下で情報を持つ企業と持たない企業を意味
するものとして使われている．従って以下の命題の証明で示されているように，同じ企業の期待利潤を適切に比較する
ためには Eπinterim

j と企業 j の Eπex ante または企業 j の Eπex post を比較する必要がある．事前 (ex ante) や事後
(ex post)の不確実性下では企業間で情報上の格差は存在しないので，企業のインデックスは省略されている．
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本論文では，不確実性に関する 3つの異なる情報構造を外生的に与えられたものとして議論を

行っている．もしも企業自らが情報構造を選択できるような内生的な状況を考えるのであれば，上

記の命題 3は次のように解釈することができるであろう．すなわち，事後の不確実性の下での期

待利潤よりも，中間期の不確実性の下で企業が情報を持つ時の期待利潤の方が大きいので，企業

は需要情報を収集し他企業と比べて情報上の優位に立つことを選択する．一方で情報を取得でき

なかったとしても，企業の期待利潤は以前と変わらない．しかし多くの企業が情報優位に立つた

めに情報収集を行うことによって，全ての企業が生産決定時に需要情報を得ることになれば，情

報優位性による利益は減少する．16 結果として，事前の不確実性の下での期待利潤は事後の不確

実性の下での期待利潤を上回るものの，中間期の不確実性下で情報優位の企業が獲得する期待利

潤よりも下回る結果となる．

最後に，不確実性がない時の利潤と不確実性がある時の期待利潤を比較する．不確実性がなく，

全企業が事前に aを知っている時の利潤は (5)式で表される．一方，事後の不確実性の下での期待

利潤は (25)式で表される．両（期待）利潤を比較すると当然ながら，aの実現値が期待値E[a]よ

り大きければ（小さければ），不確実性のない時の利潤が上回る（下回る）．命題 3より，不確実

性がない時の利潤と中間期の不確実性下で情報を持たない企業の期待利潤と比較しても，同じ結

論を得る．要約すると以下の命題となる．

命題 4. 不確実性のない時の利潤と事後の不確実性下の期待利潤（中間期の不確実性下で情報を

持たない企業の期待利潤）を比較すると，次の関係が成立する．

a ≷ E[a] ⇔ πi(a) ≷ Eπex post(= Eπinterim
j )

証明. (5)式と (25)式の比較より明らか．

続いて，不確実性がない時の利潤と事前の不確実性の下での期待利潤とを比較すると，以下の

命題が得られる．

命題 5. 不確実性のない時の利潤と事前の不確実性下の期待利潤（中間期の不確実性下で情報を

持つ企業の期待利潤）を比較すると，次の関係が成立する．

(a) もし a = E[a]ならば，πi(a) < Eπex ante (< Eπinterim
i ).

(b) πi(a) = Eπex anteを満たす aが，E[a] < a < aの範囲に必ず存在する．この aの値を a1で表

すと，[a ≷ a1 ⇒ πi(a) ≷ Eπex ante]が成立する．

(c) πi(a) = Eπinterim
i を満たす aの値を a2 で表すと，a2 > a1(> E[a])を満たし，[a ≷ a2 ⇒

16 中間期の不確実性下で複数企業が情報を持つ時のクールノー均衡を論じた補論 A.1節では，情報を持つ企業の数
が増加するのに伴い，情報を持つ企業の事前の期待利潤が低下することが示されている．すなわち多くの企業が情報を
獲得するにつれて，情報上の優位性は低下する．
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πi(a) ≷ Eπinterim
i ]が成立する．a2 < aを満たすかどうかは，不確実性の大きさと企業数に依存

し，もし a2 > aならば aの実現値にかかわらず常に，πi(a) < Eπinterim
i が成立する．

証明. (a) (5)式に a = E[a]を代入し，(6)式（(19)式）と比較すると明らか．

(b) (5)式と (6)式を比較すると，πi(a) ≷ Eπex ante ⇔ a ≷ a1 ≡ nci −
∑

j �=i cj

+
√

V [a] + (E[a]− nci +
∑

j �=i cj)2 が成立する．単純な計算により V [a] > 0の下で a1 > E[a]が

成立することが示される．同様に，a1 < a ⇔ (a+E[a]−2(nci−
∑

j �=i cj))(a−E[a]) > V [a]が成立

する．生産量が正の仮定，E[a]−(nci−
∑

j �=i cj) > 0の下で，a+E[a]−2(nci−
∑

j �=i cj) > a−E[a]

が成立し，(a− E[a])2 =
∫ a
a (a− E[a])2f(a)da > V [a] =

∫ a
a (a− E[a])2f(a)da より，a1 < aが成

立する．

(c) (5)式と (19)式を比較すると，πi(a) ≷ Eπinterim
i ⇔ a ≷ a2 ≡ nci −

∑
j �=i cj

+
√

(n+1)2

4 V [a] + (E[a] − nci +
∑

j �=i cj)2 が成立する．単純な計算により a2 > a1 が示される．

一方，a2 < a⇔ (a + E[a]− 2(nci −
∑

j �=i cj))(a−E[a]) > (n+1)2

4 V [a] が成立するが，(b)とは異

なり上記不等式の右辺の値は，分散 V [a]または企業数 nが大きい程大きくなり，左辺と右辺の大

小関係は一般的には確定しない．

命題 5の (a)は，不確実性がない時に aの実現値が E[a]である時の確定利潤よりも，事前の不

確実性が存在し，aが期待値 E[a]の確率分布に従う時の期待利潤の方が，（期待）利潤が大きくな

ることを示している．すなわち，企業は確実に得られる利得よりも不確実な期待利得を好むこと

を述べている．言い換えれば，事前の不確実性を選択するかどうかに関して，企業はリスク愛好

的 (risk-loving)に行動することを意味する．この結論は一見したところ直感とは異なる．しかし

不確実性が存在しない時には，生産量が確定し利潤が変動する可能性が全くないのに対し，事前

の不確実性の下では，生産決定時に不確実性が解消されるので，適切に生産量を調整することに

よって利潤が増加・減少することが予想される．企業の期待利潤は生産量の二乗に比例する厳密

な凸関数 (strictly convex function)なので，生産量を適切に調整できる余地があることが，利潤

が変動する可能性があるにもかかわらず企業の期待利潤を増大させる原因になっている．期待利

潤が生産量に関して厳密に凸関数であることが，あたかも企業をリスク愛好的であるかのように

振る舞わせると言える．17

命題 5の (b)と (c)は，不確実性がない時の利潤と事前の不確実性下の（または中間期の不確実

性下で情報を持つ企業の）期待利潤が等しくなるには，aの実現値が E[a]よりも大きくなければ

ならないことを主張している．aの確定値が期待値より大きくなければ，前者は後者の期待利潤と

等しくならない．(b)では，aの範囲内で aの大きさに依存して，前者と後者の大小関係が決まる

ことを示している．しかし (c)で主張されているように，不確実性の分散や企業数が大きい場合に

は，中間期の不確実性下で情報を持つ企業の期待利潤は，不確実性のない時の利潤を常に上回る
17 命題 5の結論を踏まえて Hamada (2010)では，合併に伴って生じる事前の不確実性下で，合併の期待利潤が不確

実性の増大と共に増加する結論を示し，不確実性の増大が企業に水平的合併を促す一つの理由を提示している．
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可能性がある．言い換えれば，不確実性が大きい時や企業数が多い時ほど，情報優位に立つ企業

の優位性は高まり，単純な（不確実性のない）市場競争よりも大きな利潤が予想されることを意

味している．

4 費用の不確実性

需要の不確実性では，逆需要関数のタテ軸切片 aが不確実である状況を扱った．本節で扱う費

用の不確実性は，各企業の持つ限界費用 ciが不確実である状況を考察する．もし全ての企業が同

一かつ完全相関する限界費用の下で不確実性に直面するのであれば，第 3節の需要に関する不確

実性の分析は全て，費用に関する不確実性の分析として解釈し直すことができる．具体的には需

要切片 a ∈ [a, a];Δa ≡ a− a 上の確率変数の変化を，全企業で同一の限界費用 c = C − a ∈ [c, c]

上の確率変数の変化と解釈し，C ≡ c + a, Δc ≡ c− c = Δa とおけば，前節の分析は全て費用に

関する不確実性の分析として議論することができる．このため，企業が同一の完全相関する限界

費用を持つのであれば，企業間で対称的な情報構造の下では，費用に関する不確実性の下での均

衡は，前節で既に導出されていると言える．18

しかしながら現実には，限界費用は企業ごとに異なるのが普通であり，独立企業間で限界費用が

完全相関するケースは極めて稀であると思われる．従って前節で議論したような企業間で共通す

る同質財の需要予測とは異なり，本節では各企業の限界費用に全く相関関係がないケースで，費

用に関する異なる不確実性下のクールノー均衡を導出し，均衡期待利潤に与える影響を考察する．

本節の分析と前節の分析の重要な違いは，需要情報が企業間で完全相関するのに対し，限界費用

情報は企業間で相関関係がなく独立した確率変数であるという点にある．本節では，各企業の限

界費用が独立した確率分布に従う状況を扱い，限界費用に関して事前・中間期・事後に分類され

る 3つの異なる不確実性が存在する状況で，それぞれのクールノー・ナッシュ均衡を導出するこ

とを試みる．分析の簡単化のため，各企業の限界費用は独立した同一の確率分布 (i.i.d.)に従うも

のとし，不確実性解消後に実現する限界費用は当然企業ごとに異なる．

費用の不確実性を分析するにあたり，注意点を一点述べる．事前の不確実性の下では，生産開始

決定後に各企業が認識できる費用に関する情報構造の違いによって，次の 2つのケースを区別し

て分析することができる．第 1のケースは，企業が全企業の限界費用 {ci}ni=1について知ることが

できるケース，第 2のケースは，企業は自社の限界費用 ciについては知ることができるが，他企

業の限界費用は常に知ることができないケースである．事前の不確実性の下で，第 1のケースに

おいて生産開始決定前には，企業は全企業の限界費用 {ci}ni=1が全てわからず未知であるが，生産

開始の決定後には，全企業の限界費用 {ci}ni=1を全て認識することができる．一方，第 2のケース

では生産開始決定前には，企業は全ての限界費用 {ci}ni=1がわからず未知であり，生産開始の決定

後には，他社の限界費用 {cj}j �=iはわからないままだが自社の限界費用 ciのみ認識することがで

18 前節の需要に関する不確実性の分析では，各企業の限界費用が同一でないケースを含めて均衡を導出している．
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きる．事前の不確実性の下では，費用に関して認識できる情報の違いが，企業に異なる期待利潤

をもたらす．従って事前の不確実性の分析では，両ケースを共に扱うこととする．もちろん事前の

不確実性の下で第 1のケースは，生産量を選択する事後の時点で全ての企業が，他企業の限界費

用を認識できる点で情報を最大限獲得できるケースだが，自企業が他社の費用を知る点で現実的

な設定とは言えないかもしれない．このため第 1のケースは，事後時点で知ることのできる費用

情報の違いが期待利潤に与える影響を調査するための，一つのベンチマークとしての側面が強い．

中間期の不確実性の下では，ある企業 iが生産開始決定後に，全企業の限界費用 {ci}ni=1を知る

ことができたとしても，自社の限界費用 ciのみを知ることができた時と同じ期待利潤しか得られ

ないため，2つの異なる情報構造上の違いはない．事後の不確実性の下では，生産量選択時点でど

の企業もいかなる費用情報も把握できないので，情報構造を区別する必要がない．

従って以下では，事前の不確実性の下では，企業が生産開始決定後に全企業の限界費用を知る

ことができる第 1のケースと，自社の限界費用のみ認識する第 2のケースの均衡をそれぞれ導出

する．事前の不確実性に加えて，中間期と事後の不確実性の下での均衡をそれぞれ導出し，異な

る不確実性に直面する企業の均衡期待利潤を比較する．

4.1 事前の不確実性

はじめに，生産開始の決定後に，全企業の限界費用 {ci}ni=1に関する不確実性が解消される第 1

のケースを考える．事前の不確実性下で第 1のケースでは，生産量決定時点で全ての企業の限界

費用についての不確実性が解消されている．従って各企業が生産量を選択する際，全企業の限界

費用 {ci}ni=1を知っており，利潤最大化問題は不確実性のない完備情報のベンチマーク・ケースと

全く同一である．企業 iは他企業の生産量Q−iを所与として利潤 πiを最大にするように生産水準

を決定し，第 2節の (1)式から (5)式までを満たす．

企業が生産活動を実施するか否かを決定する事前の段階では，{ci}ni=1に関する不確実性が存在

するので，事前の期待利潤は以下のようになる．なお本節では確率変数 Xに関する Y の期待値を

E[Y ;X]と表現することにする．19

E[π∗
i ({ci}ni=1); {ci}ni=1] =

(n2 + n− 1)V [c] + (a− E[c])2

b(n + 1)2
(27)

(27)式より，分散 V [c]が大きい程期待利潤も大きくなる．理由は，不確実性が増加すればする程，

不確実性解消後に全ての企業が正しい限界費用を認識し，限界費用の実現値に合わせて生産量を

適切に調整することができるので，企業利潤が増大する可能性が拡大するからである．

19 前節の需要に関する不確実性の分析では，確率変数が需要切片 aだけなので期待値は常に aに関して計算されて
いた．本節の費用に関する不確実性の分析では，確率変数が i.i.d.の確率分布に従う全企業の限界費用 {ci}n

i=1 であり，
各企業は自社が知っている情報に依存して期待値を計算しなければならない．このため確率変数X に関する Y の期待
値を E[Y ; X]と表現し，例えば企業が自社以外の限界費用について知らない時の利潤の期待値をE[πi; {cj}j �=i] のよ
うに表現するものとする．
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次に，生産開始の決定後に，自社の限界費用 ciに関する不確実性のみが解消される第 2のケー

スを考える．事前の不確実性下で第 2のケースでは，生産量決定時点で自社以外の他企業の限界

費用は全て不確実のままである．従って各企業が生産量を選択する際，自社以外の全ての他企業

の限界費用 {cj}j �=iを知らず，利潤最大化問題は次式を満たす．

max
qi

E[πi(qi, Q−i; ci); {cj}j �=i] = max
qi

(a− b(qi + E[Q−i; {cj}j �=i])− ci)qi (28)

ここで (28)式における期待演算子 E[Q−i; {cj}j �=i]は，企業 i以外の全企業の限界費用 {cj}j �=iに

対する期待値であり，企業ごとに異なる点に注意が必要である．

利潤最大化の 1階条件を解いて，企業 iの反応関数 qi = Ri(E[Q−i; {cj}j �=i])を得る．

∂E[πi(qi, Q−i; ci); {cj}j �=i]
∂qi

= a− 2bqi − bE[Q−i; {cj}j �=i]− ci = 0

⇔ qi = Ri(E[Q−i; {cj}j �=i]) ≡ a− bE[Q−i; {cj}j �=i]− ci

2b
(29)

(29)式を n企業で合計して総生産量 Qについて整理すると，

Q =
na− b

∑n
i=1 E[Q−i; {cj}j �=i]−

∑n
i=1 ci

2b
(30)

企業 iの均衡生産量をq∗i (ci)，均衡総生産量をQ∗ =
∑n

i=1 q∗i (ci)とおくと，均衡においてE[Q∗
−i; {cj}j �=i]

= E[Q∗; {cj}j �=i]− q∗i が成立する．均衡下で (30)式を均衡総生産量 Q∗について整理して，

Q∗ =
na− b

∑n
i=1 E[Q∗; {cj}j �=i]−

∑n
i=1 ci

b
(31)

(31)式について {ci}ni=1に関する期待値と {cj}j �=iに関する期待値をそれぞれとると，均衡期待総

生産量 E[Q∗; {ci}ni=1]とE[Q∗; {cj}j �=i]がそれぞれ得られる．20

E[Q∗; {ci}ni=1] =
n(a− E[c])

b(n + 1)
(32)

E[Q∗; {cj}j �=i] =
na− b(n− 1)E[Q∗; {ci}ni=1]− ci − (n− 1)E[c]

2b

=
2na− (n + 1)ci − (n− 1)E[c]

2b(n + 1)
(33)

(31)式に (33)式を代入して均衡総生産量 Q∗を得る．

Q∗ =
2na− (n + 1)

∑n
i=1 ci + n(n− 1)E[c]

2b(n + 1)
(34)

反応関数 (29)式に (33)式より E[Q∗
−i; {cj}j �=i] = E[Q∗; {cj}j �=i] − q∗i を代入して，クールノー均

20 各企業の限界費用 ci の確率分布は i.i.d.なので，E[E[Q; {cj}j �=i]; ci] = E[Q; {ci}n
i=1]となることに注意．
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衡生産量 q∗i (ci)を得る．

q∗i (ci) =
2a− (n + 1)ci + (n− 1)E[c]

2b(n + 1)
(35)

自社の限界費用 ciに関する不確実性が解消した時点における均衡期待利潤マージンは，E[p]− ci =

a− bE[Q∗; {cj}j �=i]− ci = bq∗i となり，各企業の均衡期待利潤は，

E[π∗
i (ci); {cj}j �=i] = b(q∗i )

2 =
(2a− (n + 1)ci + (n− 1)E[c])2

4b(n + 1)2
(36)

企業が生産活動を実施するか否かを決定する事前の段階では，{cj}j �=iのみならず ciに関する不

確実性が存在するので，事前の期待利潤は以下のようになる．

E[E[π∗
i (ci); {cj}j �=i]; ci] =

(n + 1)2V [c] + 4(a− E[c])2

4b(n + 1)2
=

V [c]
4b

+
(a−E[c])2

b(n + 1)2
(37)

(37)式より分散 V [c]が大きい程，期待利潤も大きくなる．理由は，第 1のケースの説明と同様で，

不確実性の増大は不確実性解消後に正しい限界費用水準に合わせて生産量を適切に調整する可能

性を高め，利潤が増大する可能性をもたらすからである．

ここで事前の不確実性の下で，企業が知る情報が異なる 2つのケースの事前の期待利潤を比較

する．第 1のケース（生産開始決定後に全企業の限界費用 {ci}ni=1 がわかるケース）と，第 2の

ケース（生産開始決定後に自社の限界費用 ciだけがわかるケース）の事前の期待利潤を比較する

と，次の命題が得られる．

命題 6. 事前の不確実性下で生産開始決定後に，全企業の限界費用 {ci}ni=1がわかるケースと，自

社の限界費用 ciだけがわかるケースの事前の期待利潤を比較すると，前者の方が後者よりも大き

い．すなわち，

E[π∗
i ({ci}ni=1); {ci}ni=1] > E[E[π∗

i (ci); {cj}j �=i]; ci]

証明. E[π∗
i ({ci}ni=1); {ci}ni=1]−E[E[π∗

i (ci); {cj}j �=i]; ci] = (n−1)(3n+5)V [c]
4b(n+1)2

> 0.

命題 6は，生産量決定時に企業の知っている情報が多い程，事前の期待利潤が高いことを意味

する．この命題が成立する理由は明らかで，各企業が生産量決定時に自社の限界費用しかわから

ない時よりも，全社の限界費用を把握している時に，ライバル企業の費用条件を考慮して市場競

争の中でより適切に生産量を決定できるからである．戦略的意志決定の状況では，自社が他社の

費用を知っていることは相手生産量を適切に把握することに繋がり，一方他社が自社の費用を知っ

ていることは，他社の生産量に対して自社生産量が適切に決定されると他社が知っていることを

意味する．いずれも他社の限界費用に関する情報が，生産量の適切な決定をもたらし期待利潤を

増大させる．
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実際，分散 V [c] = 0の下では (27)式と (37)式は同じ値をとるが，不確実性が存在する時には

(37)式の V [c]の係数が企業数 nに依存せず一定 ( 1
4b )であるのに対して，(27)式の係数は企業数に

依存して増加する (n2+n−1
b(n+1)2

)．このことは，企業数が増加するにつれて生産量決定前に知る他企業

の限界費用情報 {cj}j �=iが増大するために，第 1のケースの事前の期待利潤 E[π∗
i ({ci}ni=1); {ci}ni=1]

が企業数の増加と共に増大することを意味している．

しかしながら，生産量決定時に全企業が全ての他社の限界費用を認識できる第 1のケースは，第

2のケースと比べて現実的な状況を描写しているとは言い難い．生産量決定時に全企業が自社の限

界費用だけを認識できる第 2のケースの方が，より現実的な情報構造であるかもしれない．従っ

て第 1のケースは，事前の不確実性下の一つの仮想的な情報構造であり，情報構造の違いがもた

らす影響を比較検討するための一つの参照点に過ぎないことに留意する必要がある．

4.2 中間期の不確実性

費用に関して中間期の不確実性が存在する不完備情報のケースを考える．21 簡単化のため企業

iのみ不確実性が解消される状況を考える．22

生産量を決定する事後の段階で，企業 iだけが不確実性が解消され自社の限界費用 ciを知るが，

他社の限界費用 {cj}j �=iは分からないものとする．他の全ての企業 j(�= i)は自社の限界費用を含

めて {ci}ni=1を全く認識できず，上記で述べた確率分布に従うものと考えている．さらに i以外の

全企業は，企業 iが自社の限界費用 ciを知っていることを知っているというように，こうした情

報構造は共有知識である．23 この中間期の不確実性の下で，ベイジアン・ナッシュ均衡における

企業 iの生産量を q∗i (ci)，それ以外の企業 jの生産量を q∗j で表すものとする．

まず企業 iは他企業の生産量の期待値 E[Q−i; {cj}j �=i]を所与として，期待利潤E[πi; {cj}j �=i]を

最大にするように生産水準を決定する．期待利潤最大化問題は以下の通りである．

max
qi

E[πi(qi, Q−i; ci); {cj}j �=i] = max
qi

(a− b(qi + E[Q−i; {cj}j �=i])− ci)qi (38)

21 ギボンズ (1995) の第 3章 3.1節 (pp.142–144) では，静学ベイジアン・ゲームの例として非対称情報下のクール
ノー競争が提示されている．これは，本論文の費用に関して中間期の不確実性が発生する状況と対応する．ギボンズ
(1995)では，複占市場で 1企業の限界費用のみ不確実であり確率分布は二項分布に従っている．同様に Fudenberg and
Tirole (1991) の Chapter 6 (pp.215–216) においても，離散分布の数値例が記載されている．

22 補論 A.3節では，一般化されたケースとして，中間期の不確実性下で複数企業が情報を持つ時のクールノー均衡
について論じている．

23 事前の不確実性の下では生産量決定時点で，各企業が全企業の限界費用を知っている第 1のケースと自企業の限
界費用だけを知っている第 2のケースとでは，事前の期待利潤が異なることを示した．事前の不確実性下の議論とは異
なり中間期の不確実性下では，他社とは違い情報を獲得する企業 iが，全企業の限界費用 {ci}n

i=1 を知っているケース
と自企業の限界費用 ci だけを知っているケースとで，同じ均衡結果が得られることが示される．詳しくは補論 A.2節
を参照せよ．均衡結果は両ケースで変わらないが前者のケースは，企業 iだけが全企業の費用を認識する一方，i以外
の他企業は自社を含めた費用を全く認識できない状況である．この状況は，企業間の情報格差が最も大きく他企業が自
社の限界費用すら認識できない点で非現実的である．従って以下の分析では，情報を持つ企業 iが生産量決定時に自社
の限界費用だけを知る状況に議論を限定する．
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利潤最大化の 1階条件より，企業 iの反応関数 qi = Ri(E[Q−i; {cj}j �=i]; ci)を得る．

∂E[πi(qi, Q−i; ci); {cj}j �=i]
∂qi

= a− 2bqi − bE[Q−i; {cj}j �=i]− ci = 0

⇔ qi = Ri(E[Q−i; {cj}j �=i]; ci) ≡ a− bE[Q−i; {cj}j �=i]− ci

2b
(39)

しかし i以外の企業 jは全企業の限界費用 {ci}ni=1を知らないので，均衡生産量 q∗j やQ∗
−iは {ci}ni=1

に依存しない．従ってE[Q∗
−i; {cj}j �=i] = Q∗

−iであり，そもそも企業 iの利潤最大化問題は {cj}j �=i

に依存せず求められる．従って均衡において次式が成立する．

q∗i (ci) =
a− bQ∗

−i − ci

2b
; Q∗

−i ≡
∑
j �=i

q∗j (40)

一方，i以外の全企業 jは限界費用 {ci}ni=1を知らないので，全ての限界費用は同一の期待値 E[c]

に従うと推測して生産量を決定する．さらに企業 jは，企業 iが ciを知っていることを認識して

おり，企業 iの最適生産量が ciに依存して q∗i (ci)に従うことを知っている．利潤最大化問題は次

式を満たす．

max
qj

E[πj(qj, Q−j ; cj); {ci}ni=1] = max
qj

(a− b(qj + E[Q−j; {ci}ni=1])− E[c])qj (41)

利潤最大化の1階条件より，企業 jの他企業の期待生産量に対する反応関数qj = Rj(E[Q−j ; {ci}ni=1])

を得る．

∂E[πj(qj, Q−j ; cj); {ci}ni=1]
∂qj

= a− 2bqj − bE[Q−j ; {ci}ni=1]− E[c] = 0

⇔ qj = Rj(E[Q−j ; {ci}ni=1]) ≡
a− bE[Q−j; {ci}ni=1]− E[c]

2b
(42)

ここで企業 k �= i, j の均衡生産量 q∗k は限界費用 {ci}ni=1 に依存せず，企業 iの生産量 q∗i (ci)は

限界費用 ci のみに依存するので，E[Q∗
−j ; {ci}ni=1] = E[q∗i (ci); ci] +

∑
k �=i,j q∗k である．すなわち

E[Q∗
−j ; {ci}ni=1] = E[Q∗

−j ; ci]が成立し，Q∗
−j は ciのみに依存し {cj}j �=iには依存していない．企

業 j はあたかも自社の限界費用が期待値 E[c] に従うと考え，また企業 iの最適生産量の期待値

E[q∗i (ci); ci]を踏まえて，利潤最大化生産量を決定する．従って均衡において次式が成立する．

q∗j =
a− bE[Q∗

−j ; ci]− E[c]
2b

; E[Q∗
−j ; ci] = E[q∗i (ci); ci] +

∑
k �=i,j

q∗k (43)

(43)式を企業 i以外の n− 1企業で合計して，Q∗
−iについて整理すると，

Q∗
−i =

(n− 1)(a− E[c]− bE[q∗i (ci); ci])
bn

(44)
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i以外の企業は {ci}ni=1 を知らずに生産量を決定するので，(42)式や (44)式に示されるように q∗j
とQ∗

−iは {ci}ni=1に依存しない．従って (40)式と (44)式より，企業 iの期待生産量 E[q∗i (ci); ci]と

企業 i以外の合計生産量 Q∗
−iを得る．

E[q∗i (ci); ci] =
a− E[c]
b(n + 1)

, Q∗
−i =

(n− 1)(a− E[c])
b(n + 1)

(45)

(40)式と (43)式より均衡生産量 q∗i (ci)と q∗j を得る．

q∗i (ci) =
2a− (n + 1)ci + (n − 1)E[c]

2b(n + 1)
, q∗j =

a− E[c]
b(n + 1)

(46)

均衡総生産量と均衡期待総生産量はそれぞれ，

Q∗ =
2na− (n + 1)ci − (n− 1)E[c]

2b(n + 1)
, E[Q∗; ci] =

n(a− E[c])
b(n + 1)

(47)

企業 iにとっての均衡利潤マージンは p− ci = bq∗i (ci)なので，企業 iの均衡利潤は，24

π∗
i (ci) = b(q∗i (ci))2 =

(2a− (n + 1)ci + (n − 1)E[c])2

4b(n + 1)2
(48)

一方，i以外の企業 j の均衡期待利潤マージンは E[p − cj; {ci}ni=1] = E[p − cj ; ci] = bq∗j なので，

企業 jの均衡期待利潤は，

E[π∗
j ] = b(q∗j )

2 =
(a− E[c])2

b(n + 1)2
(49)

以上が，中間期の不確実性下における企業の均衡生産量と均衡（期待）利潤である．i以外の企業

jの期待利潤は，期待値 E[c]の大きさだけに影響し分散 V [c]には依存しない．

生産活動を開始するか否かを決定する事前段階では企業 iも ciの真の値を認識できないので，企

業 iの事前の期待利潤は以下のようになる．

E[π∗
i (ci); ci] =

(n + 1)2V [c] + 4(a− E[c])2

4b(n + 1)2
=

V [c]
4b

+
(a− E[c])2

b(n + 1)2
(50)

(50)式より企業 iの事前の期待利潤は，不確実性の分散 V [c]が大きい程大きくなる．この理由は，

不確実性が増大すればする程，不確実性解消後に中間期の非対称情報を利用して，限界費用を知

る企業 iだけが適切に生産量を調整できるので，他企業よりも期待利潤の増加が予想されるから

である．

ちなみに，生産量決定後に不確実性が解消された段階で企業 j が実際に獲得する利潤は，ciと

cj の真の値に依存して以下の通りになる．

π∗
j (ci, cj) = (p − cj)q∗j =

(2a− (n + 1)(2cj − ci) + (n− 1)E[c])(a − E[c])
2b(n + 1)2

(51)

24 生産量を決定する事後の段階で企業 iは利潤が確定している．
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不確実性解消後に企業 jが獲得する確定利潤は，情報を持つ企業の限界費用 ciと自社の限界費用

cj のみに依存し，それ以外の限界費用 {ci}k �=i,j には依存しない．この理由は，企業 jの利潤は自

企業の限界費用と総生産量に依存し，総生産量は事前に情報を持つ企業 iの限界費用にのみ依存

するからである．事前に情報を持たない企業は限界費用の期待値に依存して生産量を決定するた

め，それ以外の企業の限界費用の実現値が確定利潤に影響することはない．

生産活動を開始するか否かを決定する事前段階で全企業は不確実性に直面している．この事前

段階で評価した場合，生産量決定前に不確実性が解消する企業 iと生産量決定時には不確実性が

解消しない企業 jの期待利潤を比較すると，以下の命題が示される．

命題 7. 費用に関する中間期の不確実性の下で事前の期待利潤を比較すると，生産量決定前に不

確実性が解消する企業の方が，不確実性が解消されない企業よりも期待利潤が大きい．すなわち，

E[π∗
i (ci); ci] > E[π∗

j ].

証明. E[π∗
i (ci)]− E[π∗

j ] = V [c]
4b > 0

命題 7の主張は，企業 iの事前の期待利潤は不確実性が増加すればする程大きくなり，生産量決

定時に情報を持たない他企業より大きい期待利潤を獲得するというものである．理由は既に (50)

式の導出過程で説明したように，生産量決定時に不確実性のない企業 iは中間期の非対称情報の

下で，自社の限界費用 ciに対応して生産量を適切に調整できる．これに対して，生産量決定時に

企業 j は自社の限界費用を知らずに生産量を選択せねばならず，限界費用の期待値に応じて生産

量を設定するため，適切な生産量設定ができないためである．両企業の情報格差が生産量設定の

適切さに影響を与え，自社の限界費用を知る企業に事前の期待利潤増加がもたらされる．

参考までに不確実性解消後の両企業の確定利潤を比較すると以下の通りとなる．

補題 2. 費用に関する中間期の不確実性の下で，事後に確定した利潤を比較すると以下の関係が

成立する．

もし E[c] > ciかつ cj > ciならば，π∗
i (ci) > π∗

j (ci, cj).

もし E[c] < ciかつ cj < ciならば，π∗
i (ci) < π∗

j (ci, cj).

証明. 単純な計算により π∗
i (ci) > π∗

j (ci, cj) ⇔ (2a − (n + 1)ci + (n − 1)E[c])2 ≥ 2(2a − (n +

1)(2cj − ci) + (n− 1)E[c])(a − E[c]). 2a− (n + 1)ci + (n− 1)E[c] ≷ 2(a − E[c]) ⇔ E[c] ≷ ciと

2a− (n + 1)ci + (n− 1)E[c] ≷ 2a− (n + 1)(2cj − ci) + (n− 1)E[c] ⇔ cj ≷ ciにより，上記の関

係を得る．

補題 2より，企業が獲得する事後利潤の大小関係は実現した ciと cj の値に依存する．当然，情

報優位の企業の ciの実現値が他企業の cj の実現値と限界費用の期待値 E[c]よりも低ければ（高

ければ），情報を持つ企業は情報を持たない企業より高い（低い）利潤を得る．情報を持たない企
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業は，常に限界費用の期待値 E[c]に反応して利潤最大化生産量を選択するので，限界費用 cj の実

現値が期待値 E[c]を下回る（上回る）場合には少なく（多く）生産しているはずであり，戦略的

代替の下で情報を持つ企業の利潤は大きく（小さく）なる．

需要に関する中間期の不確実性を論じた 3.2節の補題 1と同様，この補題の結論もあくまで事後

的に見た結果論に過ぎない．事前段階ではどの企業も事後に確定する利潤がわからないので，事

前の期待利潤に基づいて意志決定を行っている．

4.3 事後の不確実性

費用に関して事後の不確実性が存在する不完備情報の下で，企業 iは他企業の生産量 Q−iを所

与として，期待利潤E[πi; {ci}ni=1]を最大にするように生産量 q∗i を決定する．各企業は全企業の限

界費用 {ci}ni=1がわからないので，限界費用の期待値 E[c]に従うと考えて生産量を決定する．利

潤最大化問題は次式を満たす．

max
qi

E[πi(qi, Q−i; ci); {ci}ni=1)] = max
qi

(a− b(qi + E[Q−i; {ci}ni=1])− E[c])qi (52)

事後の不確実性の下では，生産量を決定する段階でどの企業も ciの真の値を知らない．このため

各企業はあたかも限界費用が期待値 E[c]に従うと考えるので，不確実性のない利潤最大化問題の

ciを E[c]に置き換える以外，問題は全く同じである．

利潤最大化の 1階条件を解いて，企業 iの反応関数 qi = Ri(E[Q−i; {ci}ni=1])を得る．

∂E[πi(qi, Q−i; ci); {ci}ni=1)]
∂qi

= a− 2bqi − bE[Q−i; {ci}ni=1]− E[c] = 0

⇔ qi = Ri(E[Q−i; {ci}ni=1]) ≡
a− bE[Q−i; {ci}ni=1]− E[c]

2b
(53)

均衡生産量 q∗i は {ci}ni=1に依存しないので E[Q∗
−i; {ci}ni=1] = Q∗

−iである．(53)式を n企業で合計

して均衡総生産量 Q∗について整理すると，

Q∗ = q∗i + Q∗
−i =

n(a− E[c])
b(n + 1)

(54)

(53)式と (54)式よりクールノー均衡生産量 q∗i が得られる．

q∗i =
a−E[c]
b(n + 1)

(55)

均衡期待利潤マージンは p− E[c] = bq∗i なので，各企業の均衡期待利潤は，

E[π∗
i ] = b(q∗i )

2 =
(a− E[c])2

b(n + 1)2
(56)

である．以上が，事後の不確実性の下での均衡生産量と均衡期待利潤である．
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生産量決定時に企業は ciの真の値を認識できないため，期待利潤は期待値 E[c]の大きさだけに

影響を受ける．事前の不確実性とは異なり事後の不確実性の下では，分散 V [c]は期待利潤の大き

さに影響を与えない．

生産量決定後に事後の不確実性が解消された段階で，実際に獲得する利潤は ciの真の値に依存

する．他企業の限界費用 {ci}j �=iには依存しない．

πi(ci) = (p− ci)q∗i =
(a− (n + 1)ci + nE[c])(a− E[c])

b(n + 1)2
(57)

4.4 異なる情報構造の下での期待利潤の比較

これまで異なる 3つの情報構造の下でクールノー均衡を導出し，各企業の期待利潤を計算して

きた．本節では異なる情報構造の下で企業が獲得を予想する期待利潤を比較する．事前・中間期・

事後の不確実性の下での期待利潤を Eπで表し，それぞれ ex ante, interim, ex post と上付文字を

付けて区別する．さらに事前の不確実性の下で，生産量決定時に企業が全企業の限界費用を知る

第 1のケースと自分の限界費用だけを知る第 2のケースをそれぞれ，ex ante (all), ex ante (own)

と上付文字を加え区別して比較検討を行う．また中間期の不確実性の下で，情報を持つ企業の期

待利潤をEπi，持たない企業の期待利潤を Eπj で表す．25 比較した結果は次の命題に要約される．

命題 8. 事前・中間期・事後の不確実性の下での事前段階における期待利潤を比較すると，次の大

小関係が成立する．Eπex ante(all) > Eπex ante(own) = Eπinterim
i > Eπinterim

j = Eπex post

証明. (37)式と (50)式，また命題 6より，Eπex ante(all) > Eπex ante(own) = Eπinterim
i は明らか．

同様に (49)式と (56)式，また命題 7より，Eπinterim
i > Eπinterim

j = Eπex postも明らか．

命題8より，事前の不確実性下で全企業の限界費用情報を持つ企業の事前の期待利潤Eπex ante(all)

が最も大きく，同状況で自社だけの限界費用情報を持つ企業の期待利潤 Eπex ante(own)は，中間期

の不確実性下で情報を持つ企業の期待利潤 Eπinterim
i に等しいことが示される．既に命題 6で示し

たように，事前の不確実性下で生産量決定時に明らかになる情報量が多い程，期待利潤は高くな

る．一方中間期の不確実性下で生産量決定時に，ある企業だけが自社の限界費用を知ることによ

る情報優位性は存在していない．事前と中間期の不確実性を比較するといずれも，生産量決定時

に企業 iは自社の限界費用を知っている．情報構造の大きな違いは，事前の不確実性下では他企業

も自社の限界費用を知り，中間期の不確実性下では他企業は自社の限界費用を知らないという点

にある．限界費用に関する不確実性の下で，自分だけが知っている状況は期待利潤の増加に繋が

らない．Eπex ante(own)とEπinterim
i が等しくなる結論は，中間期の情報優位企業の期待利潤が事

前の期待利潤を上回った需要の不確実性下の結論とは異なっている．
25 notationの注意点について脚注 15を参照せよ．
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需要と費用で異なる結果が得られる理由は，需要情報と異なり自社の限界費用は，自企業にとっ

てのみ有用な情報で他企業には必要ない情報であるという点に求められる．従って，中間期の不

確実性下で自社だけが限界費用情報を入手する時の期待利潤は，仮に他企業も自分の限界費用情

報を入手したとしても全く影響を受けない．このため事前の不確実性下で，全企業が自分の限界

費用情報を入手する時の期待利潤と等しくなるのである．需要情報は全企業にとって有益である

ため，企業間で情報格差が存在するならば，需要情報を持つ企業は企業間で対称的な不確実性に

さらされる時より大きい期待利潤が獲得できると予想される．これとは対照的に，限界費用情報

は各企業にとってのみ有益であるため，自社の限界費用情報を持つ企業は，他企業も自分の限界

費用を知っているか否かとは無関係に期待利潤が決定する．

また，事前の不確実性は事後の不確実性よりも高い期待利潤をもたらす．事前の不確実性の下

では，生産量決定時に不確実性が解消され企業は自社の限界費用の真の値を知るので，適切に生

産量を調整できることから得られる利益が発生するためである．次に，中間期の不確実性下で情

報を持たない企業の期待利潤は，事後の不確実性下の期待利潤と等しい．情報を持たない企業に

とって，両情報構造は不確実性に対し期待値の水準で予測することしかできない点において同じ

であり，結果としての期待利潤も等しくなっている．この結論は需要に関する不確実性のものと

同じである．従って，中間期の不確実性下の期待利潤に関する結果をまとめると，情報を持つ企

業も持たない企業も，情報格差から何ら期待利潤の増加を享受したり減少を被ったりしていない

状況にあると言える．

本論文では，不確実性に関する 3つの異なる情報構造を外生的に与えられたものとして議論を

行っている．もしも企業自らが情報構造を選択できるような内生的な状況を考えるのであれば，上

記の命題 8は次のように解釈することができる．すなわち，事後の不確実性の下での期待利潤よ

りも，中間期の不確実性下で企業が自社の限界費用を知る時の期待利潤が大きいので，企業は自

社の限界費用情報を収集することを選択する．仮に情報を取得できなかったとしても，企業の期

待利潤は以前と変わらない．さらに需要とは異なり費用に関する不確実性の下では，多くの企業

が自社の限界費用情報を知るために情報収集を行ったとしても，期待利潤が減少することはない．

これは需要情報が全企業の利潤の大きさに影響する情報であったのに対し，自社の限界費用の情

報は自企業の利潤の大きさにだけ影響するので，自社費用を知ったとしても他企業に対して情報

上の優位に立つことがないからである．26

なお事前の不確実性下で，生産量決定時に全企業が全ての限界費用情報を知っている時（期待

利潤Eπex ante(all)のケース），全ての企業が真の限界費用 {ci}ni=1に従って適切に生産量を選択で

きる．事前段階で限界費用がわからなくとも，事後的に生産量が最適調整されることが予見され

るため，期待利潤は情報量が多い分大きくなり，不確実性や企業数の増大と共に増加する．ただ

し既に述べたように，この情報構造は一つの仮想的なケースである．この仮想的な情報構造の結

果を除いて結果を要約すると，事前の不確実性下の期待利潤は，中間期の不確実性下で私的情報

26 中間期の不確実性下で複数企業が自社の限界費用を知る時のクールノー均衡を論じた補論A.3節では，情報を持つ
企業の数が増加しても事前の期待利潤に全く影響がない，言い換えれば情報の優位性は存在しないことが示されている．
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を持つ企業の期待利潤と等しく，事後の不確実性下の期待利潤（中間期の不確実性下で情報を持

たない企業の期待利潤と等しい）を上回る．

最後に，不確実性がない時の利潤と不確実性がある時の期待利潤（＝中間期の不確実性下で情

報を持たない企業の期待利潤）を比較する．不確実性がなく全企業が事前に {ci}ni=1を知っている

時の利潤は (5)式で表される．一方，事後の不確実性の下での期待利潤は (56)式で表される．両

期待利潤を比較すると ciの実現値が相対的に低ければ（高ければ），不確実性のない時の利潤が

上回る（下回る）．要約すると以下の命題となる．

命題 9. 不確実性のない時の利潤と事後の不確実性下の期待利潤（＝中間期の不確実性下で情報

を持たない企業の期待利潤）を比較すると，次の関係が成立する．

nci ≶ E[c] +
∑

j �=i cj ⇔ πi(ci) ≷ Eπex post(= Eπinterim
j )

証明. (5)式と (56)式の比較より明らか．

次に，不確実性がない時の利潤と事前の不確実性の下での期待利潤とを比較する．事前の不確

実性下で，生産量決定時に企業が自社の限界費用のみ認識する第 2のケースを比較すると，以下

の命題が得られる．

命題 10. 不確実性のない時の利潤と事前の不確実性下の第 2のケースの期待利潤（＝中間期の不

確実性下で情報を持つ企業の期待利潤）を比較すると，次の関係が成立する．

もし nci = E[c] +
∑

j �=i cj ならば，πi(ci) < Eπex ante(own) (= Eπinterim
i ).

証明. (5)式に nci = E[c] +
∑

j �=i cj を代入し，(27)式と比較すると明らか．

命題 10では，不確実性がない時の ci の実現値が nci = E[c] +
∑

j �=i cj を満たすならば，事前

の不確実性が存在し ciが期待値 E[c]の確率分布に従う時の期待利潤の方が，不確実性のない確定

利潤よりも期待利潤が大きいことを示している．この命題の 1つの系 (corollary)として，例えば

ci = E[c] ∀i，すなわち限界費用の実現値が全て期待値と等しい時，企業は確実に得られる利潤よ
りも不確実な期待利潤を好むことが言える．言い換えれば，事前の不確実性を選択するかどうか

問われる時，企業はリスク愛好的 (risk-loving)であるかのように行動し不確実性を選択する．こ

の結論は一見したところ直感とは反するが，既に需要に関する不確実性で説明したのと同じ理由

により成立する．すなわち，不確実性が存在しない時は生産量が確定し利潤が変動する余地が全

くないのに対し，事前の不確実性の下では，生産決定時に不確実性が解消され生産量を適切に調

整することを通じて，利潤が確定利潤より増加または減少する可能性がある．限界費用に合わせ

て生産量を適切に調整できる能力が，生産量の二乗に比例して決まる期待利潤を不確実性の増大

と共に増加させることに繋がり，企業が不確実性を好む理由となっている．
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5 需要の不確実性と費用の不確実性の比較

本節では，需要と費用に関する不確実性の下で，事前・中間期・事後それぞれのタイミングにお

ける期待利潤を比較する．需要と費用それぞれの不確実性下の期待利潤 Eπを，下付文字 demand,

cost に書いて区別する．異なる情報構造の下で期待利潤の相対的な大小関係を比較するために，需

要に関する不確実性の下では，各企業の限界費用の実現値が E[c]に等しいと仮定し (ci = E[c] ∀i)，
費用に関する不確実性の下では，需要切片の実現値がE[a]に等しいと仮定する (a = E[a])．さら

に不確実性の程度が同じ，すなわち分散の大きさが等しいと仮定する (V [a] = V [c] ≡ V )．それぞ

れの期待利潤を要約すれば表 1の通りである．

需要に関する不確実性 費用に関する不確実性

事前 Eπex ante
demand = V +(E[a]−E[c])2

b(n+1)2
Eπ

ex ante(all)
cost = (n2+n−1)V +(E[a]−E[c])2

b(n+1)2

Eπ
ex ante(own)
cost = (n+1)2V +4(E[a]−E[c])2

4b(n+1)2

中間期
Eπinterim

i demand = (n+1)2V +4(E[a]−E[c])2

4b(n+1)2
Eπinterim

i cost = (n+1)2V +4(E[a]−E[c])2

4b(n+1)2

Eπinterim
j demand = (E[a]−E[c])2

b(n+1)2
Eπinterim

j cost = (E[a]−E[c])2

b(n+1)2

事後 Eπex post
demand = (E[a]−E[c])2

b(n+1)2
Eπex post

cost = (E[a]−E[c])2

b(n+1)2

表 1: 需要と費用に関する事前・中間期・事後における不確実性下の期待利潤

上記の仮定の下で事前・中間期・事後の期待利潤を比較すると，以下の命題が示される．

命題 11. a = E[a], ci = E[c] ∀i, V [a] = V [c] ≡ V を仮定する．

(a) 事前の不確実性下の期待利潤を比較すると次式が成立する．

Eπ
ex ante(all)
cost > Eπ

ex ante(own)
cost > Eπex ante

demand

(b) 中間期の不確実性下の期待利潤を比較すると次式が成立する．

Eπinterim
i demand = Eπinterim

i cost > Eπinterim
j demand = Eπinterim

j cost

(c) 事後の不確実性下の期待利潤を比較すると次式が成立する．

Eπex post
demand = Eπex post

cost

証明. 仮定 a = E[a], ci = E[c] ∀i, V [a] = V [c] ≡ V の下で各期待利潤は表 1に示されている．

(a) Eπ
ex ante(all)
cost > Eπ

ex ante(own)
cost は命題 8により示されている．

Eπ
ex ante(own)
cost − Eπex ante

demand = (n−1)(n+3)V
4b(n+1)2

> 0.

(b), (c)は表 1より明らか．

従って命題 11の (b)と (c)より，中間期の不確実性と事後の不確実性においては，需要と費用

の不確実性が期待利潤に与える影響は同程度である．特に (c)で得られた，事後の不確実性下で期
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待利潤が等しくなるのは当たり前の結論と言える．なぜなら，各企業が生産量決定時に需要切片

の大きさを知らないケースと自社の限界費用の大きさを知らないケースとでは，他企業の限界費

用が独立かつ同一の確率分布に従い，両ケースの不確実性の期待値が同一であれば，期待利潤が

等しいはずだからである．同様に (b)の中間期の不確実性下でも，情報を持たない企業は需要と

費用に関して同程度の不確実性にさらされており，事後の不確実性と同様の期待利潤を得る．情

報を持つ企業については，私的情報が需要に関するものか費用に関するものかにかかわらず，私

的情報を持つことで同程度に期待利潤が増加することが示されている．

一方 (a)で示されているのは，事前の不確実性については，需要と費用のどちらに不確実性が発

生するかによって期待利潤の大きさが異なる点である．事前の不確実性下では需要よりも限界費

用に関する不確実性の方が，期待利潤が高くなることが示されている．この理由は次のように説

明される．需要切片に関する情報は，利潤の大きさを把握するために全企業にとって等しく有益

な情報である．生産量決定時に全企業が需要の真の値を知る事前の不確実性の状況では，同じ情

報を持つ企業数が増えるに従って，情報の価値は低下していく．従ってEex ante
demandの分散 V の係数

( 1
b(n+1)2

)は企業数の増加と共に減少する．これに対して自社の限界費用に関する情報は，利潤の

大きさを把握するために個別企業にとって重要な情報であるが，他企業にとって自社以外の限界

費用を知ったとしても情報上の価値はない．生産量決定時に企業が自社の真の限界費用を知る事

前の不確実性の状況では，自分の限界費用を知る企業数が増えても，限界費用の情報の価値は低

下しない．従ってE
ex ante(own)
cost の分散 V の係数 ( 1

4b)は企業数に全く依存しない．この違いが限界

費用情報の価値を需要の価値よりも高め，両ケースを比較した場合に高い期待利潤をもたらして

いる．さらに生産量決定時に各企業が全企業の限界費用を知ることができるならば，自社の限界

費用がもたらす情報の価値に加えて，他社の限界費用を知ることで生産量を最適調整することが

でき，さらなる期待利潤の上昇が見込まれる．全企業が全ての限界費用を知り，寡占数量競争の

下で最適反応できることが利潤をもたらすので，全企業の限界費用を知る企業が増加するにつれ

てある種の外部性が発生すると言える．従ってE
ex ante(all)
cost の分散 V の係数 (n2+n−1

b(n+1)2
)は企業数の

増加関数となっている．

6 結論と今後の課題

本論文では，クールノー数量競争が行われる同質財寡占市場を考え，タイミングの異なる不確

実性が企業の生産活動開始前の期待利潤にどのような影響を与えるのかについて，分析を行った．

不確実性が発生するタイミングにより，事前・中間期・事後それぞれの不確実性を考察し，また需

要切片に関する不確実性と限界費用に関する不確実性をそれぞれ区別して，クールノー均衡を導

出し均衡期待利潤の比較を行った．とりわけ注目すべきは，事前の不確実性の下で，または中間

期の不確実性下で情報を持つ企業は，事前の不確実性の増大と共に期待利潤が増加する点である．
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それゆえ，事前の不確実性下の期待利潤が不確実性のない時の確定利潤を上回り，企業があたか

もリスク愛好的 (risk-loving)であるかのように不確実性を選好する可能性があることが示されて

いる（命題 5，命題 10）．また需要に関する事前・中間期・事後の不確実性下の期待利潤を比較す

ると，中間期の不確実性下で情報優位に立つ企業の期待利潤が最も大きいことが示された（命題

3）．これとは対照的に費用に関する事前・中間期・事後の不確実性下の期待利潤を比較すると，中

間期の不確実性下で情報優位に立つ企業の期待利潤は事前の不確実性下の期待利潤を超えないこ

とが示された（命題 8）．さらに需要と費用に関する事前の不確実性を比較すると，費用に関する

不確実性の方が期待利潤が大きいことが示された（命題 11）．これらの結論は，需要と費用の持

つ情報が事前の不確実性下では異なる影響を持っていることを示唆している．

以下では本論文の課題と今後の拡張可能性について述べて，論文を終えることにする．本論文

では，均衡で正の生産量が保証されるように確率変数の分布範囲を有界閉区間に限る以外は，一般

的な確率分布を前提として議論を行った．こうした議論は線形需要関数の仮定の下で，期待値計

算が簡単化できるために可能であった．しかし一般化した需要関数の下では，分析はかなり複雑

になると思われる．とはいえ本論文の結論の基本的なロジックは，一般化された関数形において

も依然として成立すると思われる．言い方を変えれば本論文の結論は，一般的な関数形の線形近

似として解釈することができよう．また，限界費用の確率分布は i.i.d.を仮定しているが，この仮

定も導出の簡単さのためになされた．より現実的な状況として，各企業の限界費用の確率分布が

相関している状況も検討する必要がある．既に第 4節の冒頭で議論したように，各企業の限界費

用が完全正相関であれば，需要切片の変動を限界費用の変動と解釈し直せばよい．この点で，本

論文では各企業の限界費用が完全相関するケースと無相関のケースという両極端の情報構造を扱っ

たと言える．このため相関に関して中間的なケースについては，本論文の結論からある程度推測

できるが，限界費用の相関関係の程度が期待利潤や情報優位性にどのように寄与するかは，モデ

ルの拡張を必要とする．

最後に今後の拡張可能性を述べる．第一に本論文では，不確実性導入とそのタイミングが期待

利潤に与える影響を調査するために，簡単な同質財クールノー数量競争にモデルを限定した．本

論文の結論が異なる競争形態の下でどのように修正されるかについて，議論を続ける必要がある．

同質財競争を製品差別化財競争に拡張しただけでは，ほぼ同様の結論が維持されると予想される

が，製品差別化の程度が期待利潤や情報優位性の大きさにどう影響するかは，一つの重要な論点

である．また数量競争から価格競争に変更した時に，需要または費用に関する不確実性が期待利

潤に与える影響がどう変わるかを比較検討することも，今後の検討課題である．さらに生産量決

定のタイミングを変更し，例えばシュタッケルベルク均衡を考えた時に，リーダーとフォロワー

とでどちらが，情報優位性からの期待時潤が大きくなるかを分析することも，不確実性下の意志

決定を議論する際に今後検討すべき課題と言える．
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A 補論

A.1 需要に関する中間期の不確実性の下で，情報を持つ企業が複数存在するケース

3.2節で，需要に関して中間期の不確実性が存在する不完備情報のケースのベイジアン・ナッシュ均衡を
導出した．そこでは，企業 iの 1社だけが生産量決定時に不確実性が解消され，aの真の値を知っている状
況であった．A.1節では 3.2節の議論を拡張し，需要に関する中間期の不確実性という同じ情報構造の下で，
情報を持つ企業がm社 (1 ≤ m < n)存在するケースのベイジアン・ナッシュ均衡を導出する．27

企業の indexを変更し，企業 k ∈ {1, 2, · · · , m, m + 1, · · · , n}を 2つの集合に分割 (partition)して，情報
を持つ企業を最初のm番目までの企業，すなわち i ∈ I ≡ {1, 2, · · · , m}とし，情報を持たない企業を後半
のm + 1番目から n番目までの (n−m)社の企業，すなわち j ∈ J ≡ {m + 1, · · · , n}とする．ベイジアン・
ナッシュ均衡における企業 i ∈ I の生産量を q∗i (a)，それ以外の企業 j ∈ J の生産量を q∗j で表す．
企業 i ∈ I の利潤最大化問題は，不確実性がないケースや事前の不確実性のケースと同一である．

max
qi

πi(qi, Q−i; a) = max
qi

(a− b(qi + Q−i)− ci)qi (A.1)

利潤最大化の 1階条件より，企業 iの反応関数 qi = Ri(Q−i; a)を得る．

∂πi(qi, Q−i; a)
∂qi

= a− 2bqi − bQ−i − ci = 0 ⇔ qi = Ri(Q−i; a) ≡ a− bQ−i − ci

2b
(A.2)

均衡において次式が成立する．

q∗i (a) =
a− bQ∗−i − ci

2b
; Q∗−i ≡

∑
k∈I/i

q∗k(a) +
∑

J

q∗j (A.3)

(A.3)式を情報を持つm社で合計して，
∑

I q∗i (a)について整理すると，

∑
I

q∗i (a) =
ma−∑

I ci −mb
∑

J q∗j
b(m + 1)

(A.4)

企業 j ∈ J の利潤最大化問題は次式を満たす．

max
qj

E[πj(qj , Q−j; a)] = max
qj

(E[a]− b(qj + E[Q−j ])− cj)qj (A.5)

ここで E[Q−j] = E[
∑

I q∗i (a)] +
∑

l∈J/j ql である．利潤最大化の 1階条件より，企業 j の他企業の期待生
産量に対する反応関数 qj = Rj(E[Q−j ])を得る．

∂E[πj(qj , Q−j; a)]
∂qj

= E[a]−2bqj−bE[Q−j]−cj = 0 ⇔ qj = Rj(E[Q−j ]) ≡ E[a]− bE[Q−j]− cj

2b
(A.6)

均衡において次式が成立する．

q∗j =
E[a]− bE[Q∗−j]− cj

2b
; E[Q∗−j ] = E[

∑
I

q∗i (a)] +
∑

l∈J/j

q∗l (A.7)

27 m = 1社のケースを 3.2節で分析した．またm = n社のケースは 3.1節の事前の不確実性のケースと同じである．
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(A.7)式を情報を持たない (n−m)社で合計して，
∑

J q∗j について整理すると，

∑
J

q∗j =
(n−m)E[a]−∑

J cj − b(n−m)E[
∑

I q∗i (a)]
b(n−m + 1)

(A.8)

(A.4)式と (A.8)式より，情報を持つ企業の期待合計生産量 E[
∑

I q∗i (a)]と合計生産量
∑

I q∗i (a)，情報を持
たない企業の合計生産量

∑
J q∗j を得る．

E[
∑

I

q∗i (a)] =
mE[a]− (n−m + 1)

∑
I ci + m

∑
J cj

b(n + 1)
(A.9)

∑
I

q∗i (a) =
m((n + 1)a− (n−m)E[a])− (m + 1)((n−m + 1)

∑
I ci −m

∑
J cj)

b(m + 1)(n + 1)
(A.10)

∑
J

q∗j =
(n−m)(E[a] +

∑
I ci)− (m + 1)

∑
J cj

b(n + 1)
(A.11)

(A.3)式と (A.7)式より均衡生産量 q∗i (a)と q∗j を得る．

q∗i (a) =
(n + 1)a− (n−m)E[a]− (m + 1)(nci −

∑
k∈I/i ck −

∑
J cj)

b(m + 1)(n + 1)
(A.12)

q∗j =
E[a]− ncj +

∑
l∈J/j cl +

∑
I ci

b(n + 1)
(A.13)

均衡総生産量と均衡期待総生産量はそれぞれ，

Q∗ =
m(n + 1)a + (n−m)E[a]− (m + 1)(

∑
I ci +

∑
J cj)

b(m + 1)(n + 1)
(A.14)

E[Q∗] =
nE[a]−∑

I ci −
∑

J cj

b(n + 1)
(A.15)

情報を持つ企業の均衡利潤マージンは p− ci = bq∗i (a)であり，企業 iの均衡利潤は，

π∗i (a) = b(q∗i (a))2 =
((n + 1)a− (n−m)E[a]− (m + 1)(nci −

∑
k∈I/i ck −

∑
J cj))2

b(m + 1)2(n + 1)2
(A.16)

一方，情報を持たない企業の均衡期待利潤マージンはE[p]− cj = bq∗j であり，企業 j の均衡期待利潤は，

E[π∗j ] = b(q∗j )2 =
(E[a]− ncj +

∑
l∈J/j cl +

∑
I ci)2

b(n + 1)2
(A.17)

以上が中間期における企業の均衡生産量と均衡（期待）利潤である．
aの真の値を認識できない事前段階で，企業 iの事前の期待利潤は以下のようになる．

E[π∗i (a)] =
(n + 1)2V [a] + (m + 1)2(E[a]− nci +

∑
k∈I/i ck +

∑
J cj)2

b(m + 1)2(n + 1)2

=
V [a]

b(m + 1)2
+

(E[a]− nci +
∑

k∈I/i ck +
∑

J cj)2

b(n + 1)2
(A.18)

(A.18)式より，情報を持つ企業の事前の期待利潤は分散V [a]が大きい程大きくなる．また予想されるよう
に，企業数を一般化したこのケースでは，情報を持つ企業数mが増加するにつれて期待利潤は小さくなる．
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すなわち，情報を持つ企業数が増大するにつれ，情報優位性が失われ事前の期待利潤が減少していく．
不確実性解消後に情報を持たない企業 j が実際に得る利潤は，aに依存して以下の通り．

π∗j (a) =
((n + 1)a− (n−m)E[a]− (m + 1)(ncj −

∑
l∈J/j cl −

∑
I ci))(E[a] − ncj +

∑
l∈J/j cl +

∑
I ci)

b(m + 1)(n + 1)2
(A.19)

3.2節で提示した命題 1，命題 2，補題 1と同様の命題または補題が，拡張されたケースでも成立する．

命題 1 ′. 全企業の限界費用が等しいと仮定する．需要に関する中間期の不確実性下で事前の期待利潤を比較
すると，生産量決定時に不確実性が解消する企業の方が解消されない企業よりも期待利潤が大きい．すな
わち，仮定 c ≡ ci ∀iの下で，E[π∗i (a)] > E[π∗j ].

証明. E[π∗i (a)]− E[π∗j ] = V [a]
b(m+1)2 > 0

命題 2 ′. 需要に関する中間期の不確実性下で，生産量決定時に情報を持つ企業の限界費用が全て等しく
(cI ≡ ci)，情報を持たない企業の限界費用も全て等しい (cJ ≡ cj)と仮定すると，以下の関係が成立する．
もし cI ≤ cJ ならば，E[π∗i (a)] > E[π∗j ].
たとえ cI > cJ であっても V [a]が十分大きければ，E[π∗i (a)] > E[π∗j ].

証明. 限界費用 cI , cJ の下で事前の期待利潤は，E[π∗i (a)] = V [a]
b(m+1)2 + (E[a]+(m−n−1)cI+(n−m)cJ )2

b(n+1)2 , E[π∗j ] =
(E[a]−(m+1)cJ+mcI)2

b(n+1)2 ．E[π∗i (a)]の第 2項と E[π∗j ]を比較すると，cI ≤ cJ の時，
(E[a]+(m−n−1)cI+(n−m)cJ )2

b(n+1)2 ≥ (E[a]−(m+1)cJ+mcI)2

b(n+1)2 が成立し，分散 V [a] > 0である限り E[π∗i (a)] > E[π∗j ]
が成立する．反対に cI > cJ の時は，E[π∗i (a)]の第 2項よりもE[π∗j ]の方が大きいが，十分に V [a]が大き
ければ E[π∗i (a)]の第 1項が大きくなり，E[π∗i (a)]が E[π∗j ]より大きくなることが起こり得る．

補題 1 ′. 全企業の限界費用が等しい時，需要に関する中間期の不確実性下で事後の確定利潤を比較すると，
a > E[a]⇔ π∗i (a) > π∗j (a).

証明. π∗i (a) > π∗j (a)⇔ (n + 1)(a− E[a]) > 0

さらに 3.4節と同様に，異なる情報構造の下での期待利潤や不確実性のない時の利潤と比較すると，命題
3，命題 4と同様の命題が得られる．3.4節と同様，Eπinterim

i と Eπinterim
j はそれぞれ，情報を持つ企業と

持たない企業の期待利潤を表す．

命題 3 ′. Eπinterim
i > Eπex ante > Eπex post = Eπinterim

j

証明. (6)式と (A.18)式を比較して Eπinterim
i > Eπex ante ⇔ n > m. Eπex ante > Eπex post は命題 3で

証明済み．脚注 15よりEπinterim
j と企業 jのEπex postを比較すると (A.17)式と (25)式よりEπinterim

j =
Eπex post.

命題 4 ′. If a ≷ E[a], πi(a) ≷ Eπex post(= Eπinterim
j )

証明. 命題 4の証明と同じ．

命題 5 ′. (a′) If a = E[a], πi(a) < Eπinterim
i

(c′) πi(a) = Eπinterim
i を満たす aの値を a2 で表すと，a2 > a1(> E[a])を満たし，[a ≷ a2 ⇒ πi(a) ≷

Eπinterim
i ]が成立する．a2 < aを満たすかどうかは不確実性の大きさと企業数に依存し，もし a2 > aなら

ば，aの実現値にかかわらず常に πi(a) < Eπinterim
i が成立する．

証明. 証明の過程は命題 5と同じなので省略．
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A.2 費用に関する中間期の不確実性の下で，情報を持つ企業が全企業の限界費用を知る

ケース

4.2節で，費用に関して中間期の不確実性が存在する不完備情報のケースのベイジアン・ナッシュ均衡を
導出した．そこで分析されたのは，生産量決定時に不確実性が解消された企業 iが，自社の限界費用 ci の
真の値を知る情報構造であった．仮に情報を持つ企業 iが全企業の限界費用 {ci}n

i=1を知る状況を考えるな
らば，均衡はどうなるであろうか．実は，企業 iの知っている情報が増えても，均衡は変化しないことが示
される．言い換えれば，企業 iが情報優位を獲得するには自社の限界費用 ci を知ることで十分であり，他
企業の限界費用に関する情報は全く必要ない．以下でこのことを示す．
費用に関する中間期の不確実性下で，生産量決定時に企業 iだけが不確実性が解消し，全企業の限界費用

{ci}n
i=1 を知るものとする．一方，他の全企業は自社の限界費用を含め {ci}n

i=1 を全く認識できず，上記で
述べた確率分布に従うものと考えている．さらに i以外の企業は，企業 iが限界費用 {ci}n

i=1を知っている
ことを知っているというように，こうした情報構造は共有知識である．
企業 iは他企業の生産量 Q−iを所与として，利潤 πiを最大にするように生産水準を決定する．この中間

期の不確実性下で，ベイジアン・ナッシュ均衡における企業 iの生産量を q∗i ({ci}n
i=1)，それ以外の企業 jの

生産量を q∗j で表すものとする．
企業 iの利潤最大化問題は，不確実性がない時や事前の不確実性下の第 1のケースと同一である．

max
qi

πi(qi, Q−i; ci) = max
qi

(a− b(qi + Q−i)− ci)qi (A.20)

利潤最大化の 1階条件より，企業 iの反応関数 qi = Ri(Q−i; ci)を得る．

∂πi(qi, Q−i; ci)
∂qi

= a− 2bqi − bQ−i − ci = 0 ⇔ qi = Ri(Q−i; ci) ≡ a− bQ−i − ci

2b
(A.21)

均衡において次式が成立する．

q∗i ({ci}n
i=1) =

a− bQ∗−i − ci

2b
; Q∗−i ≡

∑
j �=i

q∗j (A.22)

一方，i以外の企業 jは限界費用 {ci}n
i=1がわからないので，全ての限界費用は同一の期待値 E[c]に従う

と考えて生産量を決定する．さらに企業 j は，企業 iが {ci}n
i=1 を知っていることを認識しており，企業 i

の最適生産量が真の値 {ci}n
i=1に依存し q∗i ({ci}n

i=1)であると知っている．利潤最大化問題は次式を満たす．

max
qj

E[πj(qj , Q−j; cj); {ci}n
i=1] = max

qj

(a− b(qj + E[Q−j; {ci}n
i=1])− E[c])qj (A.23)

ここで E[Q−j ; {ci}n
i=1] = E[q∗i ({ci}n

i=1); {ci}n
i=1] +

∑
k �=i,j qk である．企業 j はあたかも自社の限界費用

が期待値 E[c]に従うと考え，また企業 iの最適生産量の期待値 E[q∗i ({ci}n
i=1); {ci}n

i=1]を踏まえて，利潤
最大化生産量を決定する．利潤最大化の 1 階条件より，企業 j の他企業の期待生産量に対する反応関数
qj = Rj(E[Q−j ; {ci}n

i=1])を得る．

∂E[πj(qj , Q−j; cj); {ci}n
i=1]

∂qj
= a− 2bqj − bE[Q−j; {ci}n

i=1]− E[c] = 0

⇔ qj = Rj(E[Q−j ; {ci}n
i=1]) ≡

a− bE[Q−j; {ci}n
i=1]− E[c]

2b
(A.24)
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均衡において次式が成立する．

q∗j =
a− bE[Q∗−j ; {ci}n

i=1]− E[c]
2b

; E[Q∗−j ; {ci}n
i=1] = E[q∗i ({ci}n

i=1); {ci}n
i=1] +

∑
k �=i,j

q∗k (A.25)

(A.25)式を企業 i以外の (n− 1)企業で合計し，Q∗−iについて整理すると，

Q∗−i =
(n− 1)(a− E[c]− bE[q∗i ({ci}n

i=1); {ci}n
i=1])

bn
(A.26)

(A.22)式と (A.26)式より企業 iの期待生産量E[q∗i ({ci}n
i=1); {ci}n

i=1]と企業 i以外の合計生産量Q∗−iを得る．

E[q∗i ({ci}n
i=1); {ci}n

i=1] =
a− E[c]
b(n + 1)

, Q∗−i =
(n− 1)(a− E[c])

b(n + 1)
(A.27)

(A.22)式と (A.25)式より均衡生産量 q∗i ({ci}n
i=1)と q∗j を得る．

q∗i ({ci}n
i=1) =

2a− (n + 1)ci + (n− 1)E[c]
2b(n + 1)

, q∗j =
a− E[c]
b(n + 1)

(A.28)

注意すべき点として，(A.28)式の企業 iの均衡生産量 q∗i ({ci}n
i=1)は，実は企業 iの限界費用 ci のみに

しか依存していない（つまり q∗i (ci)）点が挙げられる．企業 iは全企業の限界費用情報 {ci}n
i=1を認識して

いるにもかかわらず，均衡生産量は他企業の費用情報 {ci}j �=iに全く依存していない．言い換えれば，他企
業の費用情報は均衡生産量に影響せず，何ら情報優位をもたらさない．理由は，企業 iが利潤最大化問題
（(A.20)式）を解く際，自社の限界費用 ciの情報だけしか必要ないためである．完全代替財の数量競争の下
では，一見したところ，企業 iは他企業の生産水準を推測するために，他企業の費用情報 {ci}j �=iを有効に
活用できるように思える．しかし，他企業は全て自社の費用情報を認識できず，限界費用の期待値 E[c]に
基づいて生産量を決定するために，企業 iの持つ真の限界費用情報が，他社の生産量を推測するために活用
されることはない．従って中間期の不確実性下で，企業 iが {ci}n

i=1を知るケースと ciだけを知るケースと
で，均衡生産量に違いがないことが言える．

A.3 費用に関する中間期の不確実性の下で，情報を持つ企業が複数存在するケース

4.2節で，費用に関して中間期の不確実性が存在する不完備情報のケースのベイジアン・ナッシュ均衡を
導出した．そこでは，企業 iの 1社だけが生産決定時に不確実性が解消され，ciの真の値を知っている状況
であった．A.3節では 4.2節の議論を拡張し，限界費用に関する中間期の不確実性という同じ情報構造の下
で，情報を持つ企業がm社 (1 ≤ m < n)存在するケースのベイジアン・ナッシュ均衡を導出する．28

A.1節と同様，情報を持つ企業を i ∈ I ≡ {1, 2, · · · , m}，持たない企業を j ∈ J ≡ {m+ 1, · · · , n}とする．
ベイジアン・ナッシュ均衡における企業 i ∈ I の生産量を q∗i (ci)，企業 j ∈ J の生産量を q∗j で表す．
企業 iの利潤最大化問題は，不確実性がないケースや事前の不確実性のケースと同一である．

max
qi

E[πi(qi, Q−i; ci); {cj}j �=i] = max
qi

(a− b(qi + E[Q−i; {cj}j �=i])− ci)qi (A.29)

利潤最大化の 1階条件より，企業 iの反応関数 qi = Ri(E[Q−i; {cj}j �=i]; ci)を得る．

∂E[πi(qi, Q−i; ci); {cj}j �=i]
∂qi

= a− 2bqi − bE[Q−i; {cj}j �=i]− ci = 0

28 この節では，複数の企業が全企業の限界費用 {ci}n
i=1 を知るケースは，分析の複雑さのため扱わない．m = 1社

のケースを 4.2 節で分析した．また m = n社のケースは 4.1節の事前の不確実性の第 2のケースと同じである．
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⇔ qi = Ri(E[Q−i; {cj}j �=i]; ci) ≡ a− bE[Q−i; {cj}j �=i]− ci

2b
(A.30)

均衡において次式が成立する．

q∗i (ci) =
a− bE[Q∗−i; {cj}j �=i]− ci

2b
; E[Q∗−i; {cj}j �=i] =

∑
k∈I/i

E[q∗k(ci); ck] +
∑

J

q∗j (A.31)

(A.31)式の ciについての期待値をとり，

E[q∗i (ci); ci] =
a− b(

∑
k∈I/i E[q∗k(ci); ck] +

∑
J q∗j )− E[c]

2b
(A.32)

(A.32)式を情報を持つm企業で合計して整理すると，

∑
I

E[q∗i (ci); ci] =
m(a− E[c]− b

∑
J q∗j )

b(m + 1)
(A.33)

一方，企業 j の利潤最大化問題は次式を満たす．

max
qj

E[πj(qj , Q−j; cj); {ci}n
i=1] = max

qj

(a− b(qj + E[Q−j; {ci}n
i=1])− E[c])qj (A.34)

ここで E[Q−j ; {ci}n
i=1] =

∑
I E[q∗i (ci); ci] +

∑
l∈J/j ql である．利潤最大化の 1階条件より，企業 j の他企

業の期待生産量に対する反応関数 qj = Rj(E[Q−j ; {ci}n
i=1)を得る．

∂E[πj(qj , Q−j; cj); {ci}n
i=1]

∂qj
= a− 2bqj − bE[Q−j; {ci}n

i=1]− E[c] = 0

⇔ qj = Rj(E[Q−j ; {ci}n
i=1]) ≡

a− bE[Q−j; {ci}n
i=1]− E[c]

2b
(A.35)

均衡において次式が成立する．

q∗j =
a− bE[Q∗−j ; {ci}n

i=1]− E[c]
2b

; E[Q∗−j ; {ci}n
i=1] =

∑
I

E[q∗i (ci); ci] +
∑

l∈J/j

q∗l (A.36)

(A.36)式を情報を持たない (n−m)企業で合計して整理すると，

∑
J

q∗j =
(n−m)(a− E[c]− b

∑
I E[q∗i (ci); ci])

b(n−m + 1)
(A.37)

(A.33)式と (A.37)式より，情報を持つ企業の期待合計生産量
∑

I E[q∗i (ci); ci]と情報を持たない企業の合
計生産量

∑
J q∗j を得る．

∑
I

E[q∗i (ci); ci] =
m(a− E[c])

b(n + 1)
,

∑
J

q∗j =
(n−m)(a− E[c])

b(n + 1)
(A.38)

(A.32)式に (A.38)式を代入して，

E[q∗i (ci); ci] =
(a− E[c])
b(n + 1)

(A.39)
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(A.31)式と (A.36)式に (A.39)式を代入して均衡生産量 q∗i (ci)と q∗j を得る．

q∗i (ci) =
2a− (n + 1)ci + (n− 1)E[c]

2b(n + 1)
, q∗j =

a− E[c]
b(n + 1)

(A.40)

(A.40)式は，情報を持つ企業が 1社だけの時の均衡生産量（(46)式）と全く同一であることが確認できる．
情報を持つ企業の均衡期待利潤マージンはE[p; {cj}j �=i]− ci = bq∗i (ci)であり，企業 iの均衡期待利潤は，

E[π∗i (ci); {cj}j �=i] = b(q∗i (ci))2 =
(2a− (n + 1)ci + (n− 1)E[c])2

4b(n + 1)2
(A.41)

情報を持たない企業の均衡期待利潤マージンは E[p; {ci}n
i=1]−E[c] = bq∗j であり，企業 jの均衡期待利潤は，

E[π∗j ; {ci}n
i=1] = b(q∗j )2 =

(a− E[c])2

b(n + 1)2
(A.42)

である．以上が，中間期の不確実性下での企業の均衡生産量と均衡期待利潤である．
ci の真の値を認識できない事前段階で，企業 iの事前の期待利潤は以下の通り．

E[π∗i (ci); ci] =
(n + 1)2V [c] + 4(a− E[c])2

4b(n + 1)2
=

V [c]
4b

+
(a− E[c])2

b(n + 1)2
(A.43)

(A.43)式は (50)式と同一である．すなわち情報を持つ企業数が増加しても，事前の期待利潤は全く変化し

ない．これは需要に関する不確実性の下で，情報を持つ企業数mが増加するにつれ，期待利潤が小さくな

るのと対照的である．
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